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提言の主な内容
今こそ軍縮の潮流を
アントニオ・グテーレス国連事務総長が 2018 年 5 月に「軍縮アジェンダ」を発表した際に、世界の軍事支出の総額
が人道援助に必要な額の約 80 倍に達したことを強調していた点に触れ 、眼前にある危機を、“ 新しき歴史創造のチャ
ンス ” と受け止めながら、今こそ軍縮の潮流を大きくつくり出していくべき、と訴える。

「平和な社会のビジョン」の骨格を打ち出した核兵器禁止条約の歴史的意義　　
軍縮を阻んできた背景にあるものを探る手がかりとして、物理学者で哲学者のカール・フォン・ヴァイツゼッカー博
士が考察していた「平和不在」の病理に言及。“ 病に対する治癒 ” のアプローチを重視する仏法の視座を通し、人間
の生き方を変革するための鍵を提起しつつ、軍縮を推進するための第一の足場として「平和な社会のビジョン」の共
有を提唱。その骨格となるものを打ち出した核兵器禁止条約の歴史的意義を強調。

「人間中心の多国間主義」の推進と軍縮分野での「青年による関与」の主流化を　　
軍縮を推進するための第二の足場として、グローバルな脅威や課題に直面する人々の窮状を改善する「人間中心の多
国間主義」を推進し、安全保障観の転換を図る重要性を指摘するとともに、第三の足場として軍縮の分野で「青年に
よる関与」を主流化させるよう訴える。

「核兵器禁止条約フレンズ」の結成　　
核兵器禁止条約への各国の参加の機運を高めるために、有志国による「核兵器禁止条約フレンズ」の結成を提案。日
本がそのグループに加わり、核保有国と非保有国との対話の場の確保に努めることを呼び掛ける。

国連の第 4回軍縮特別総会を 2021 年に開催　　
核軍縮の大幅な前進を図るための方策として、2020 年の核拡散防止条約（ＮＰＴ）再検討会議で、核軍縮の交渉義務
に焦点を当てた討議を行った上で、国連の第 4 回軍縮特別総会を 2021 年に開催することを提唱。

「自律型致死兵器システム（ＬＡＷＳ）」を全面禁止にする条約の制定　　
ＡＩ兵器と呼ばれる「自律型致死兵器システム（ＬＡＷＳ）」を禁止する条約の交渉会議を早期に立ち上げ、全面禁止
条約の制定を目指すことを提唱。

国連で「水資源担当の特別代表」のポストを創設
世界の人口の４割が水不足の影響を受けている現状に言及。国連の「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の目標の一つ
である安全な水の確保をグローバルな規模で図るために、国連で「水資源担当の特別代表」のポストを新たに設ける
ことを提案。

世界の大学をＳＤＧｓの推進拠点に
国連と世界を結ぶ「国連アカデミック・インパクト」の取り組みに触れつつ、大学の力を人類益のために発揮する意
義を強調。世界の大学をＳＤＧｓの推進拠点にする流れを強めることを提唱。
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民衆の生命と尊厳を脅かす
紛争の根を断ち切る
　世界では今、グローバルな課題が山

さんせき

積する中で、
これまで考えられなかったような危

き き

機の様
ようそう

相がみられ
ます。
　特に顕

けんちょ

著なのは気候変動の問題です。世界の平均
気温は４年連続で高温となっており、異

いじょう

常気
きしょう

象による
被
ひ

害
がい

が相
あい

次
つ

いでいます。
　難

なんみん

民問題も依
い

然
ぜん

として深
しんこく

刻で、紛
ふんそう

争などで避
ひ

難
なん

を
余
よ ぎ

儀なくされた人は６８５０万人にのぼりました。
　加

くわ

えて、暗い影
かげ

を落としているのが貿易摩
ま

擦
さつ

の問題
で、昨年の国連総会の一般討

とうろん

論演説で多くの国の首
しゅ

脳
のう

が述べたのも世界経済に及
およ

ぼす影
えいきょう

響への懸
け

念
ねん
でし

た。
　これらの課題とともに、国連が早急な対応を呼び
掛けているのが軍縮の問題です。アントニオ・グテー
レス事務総長は昨年５月、この問題に焦

しょうてん

点を当てた
包
ほうかつ

括的文書である「軍縮アジェンダ」を発表しました。
　グテーレス事務総長は発表に際

さい

し、世界の軍事支
出が１兆７０００億ドルを超

こ

え、“ベルリンの壁
かべ

”崩
ほうかい

壊
以降で最高額に達したことに触

ふ

れる一方で、次のよう
な警
けいしょう

鐘を鳴らしました。
　「各国が他の国の安全保障を顧

かえり

みず、自
みずか

らの安全
保障だけを追求すれば、すべての国を脅

おびや

かす地球規
模の安全保障上の不安を生み出してしまうという矛

むじゅん

盾
がうまれます」
　その上で強調したのは、軍事支出の総額が世界の
人道援

えんじょ

助に必要な額の約８０倍に達したという点です。
　このギャップが広がる中、「貧

ひんこん

困に終
しゅうし

止符
ふ

を打ち、
健康と教育を促

そくしん

進し、気候変動に対
たいしょ

処し、地球を保
護するための取り組みに必要な支出がされていませ
ん」との深い憂

ゆうりょ

慮を示
しめ

したのです（国連広報センターのウェ
ブサイト）。

　現在の状態が続けば、誰
だれ

も置
お

き去
ざ

りにしない
地球社会の建設を目指す「持続可能な開発目標
（Ｓ
エスディージーズ

ＤＧｓ）」の取り組みが停
ていたい

滞することにもなりかね
ません。
　軍縮は国連の創

そうせつ

設以来の主要課題であり、私自身
にとっても、３５年以上にわたる毎年の提言で中

ちゅうかく

核を
なすテーマとして何度も論じてきた分野であります。
　第２次世界大戦の惨

さん

禍
か

を体験した世代の一人とし
て、また、地球上から悲

ひ

惨
さん

の二字をなくしたいとの信
念で行動を続けた創価学会の戸田城聖第２代会長の

精神を継
つ

ぐ者として、多くの民衆の生命と尊
そんげん

厳を脅か
す紛争の根を断

た

ち切
き

るには、軍縮が絶対に欠
か

かせな
いと痛

つうかん

感してきたからです。
　私たち人間には、いかなる困

こんなん

難も乗
の

り越
こ

えることが
できる連帯の力

ちから

が具
そな

わっています。
　不可能と言われ続けてきた核兵器禁止条約も２年
前に採

さいたく

択が実現し、発
はっこう

効に向けて各国の批
ひじゅん

准が進ん
でいます。
　闇

やみ

が深ければ深いほど暁
あかつき

は近いと、眼
がんぜん

前にある危
き

機
き

を“新
あたら

しき歴史創
そうぞう

造のチャンス”と受け止めながら、
今こそ軍

ぐんしゅく

縮の潮
ちょうりゅう

流を大きくつくり出していくべきではな
いでしょうか。
　そこで今回は、２１世紀の世界の基

き

軸
じく

に軍縮を据
す

えるための足
あし

場
ば

について、①「平和な社会のビジョン」
の共有、②「人間中心の多

た

国
こくかん

間主義」の推
すいしん

進、③「青
年による関

かん

与
よ

」の主
しゅりゅうか

流化、の三つの角度から論じて
みたい。

　

世界 192カ国・地域で「人間共和のスクラム」を広げるSGIの友（2018
年 3月、東京・八王子市の創価大学で）

冷戦時代から現在まで続く
「平和不在」の病

びょう

理
り

の克服を
■  ■　核軍拡競争が再燃する恐れ
　第一の足場として提起したいのは、「平和な社会の
ビジョン」の共有です。
　世界では今、多くの分野にわたって兵器の脅

きょうい

威が
増
ま

しています。
　小型武器をはじめ、戦車やミサイルなどの通常兵
器の輸出入を規制する武器貿易条約が２０１４年に
発効しましたが、主要輸出国の参加が進まず、紛

ふんそう

争
地域で武器の蔓

まんえん

延を食い止められない状態が続いて
います。
　化学兵器のような非人道的な兵器が、再び使用さ
れる事

じ

態
たい

も起きました。
　また兵器の近代化に伴

ともな

って、深
しんこく

刻な問題が生じて
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り広
ひろ

げられる「制度化された戦争」の克服という根
本課題は、冷戦の終結をもってしても、確

かく

たる展
てんぼう

望を
開くことができないままとなっている、と。
　そして、こう警

けいこく

告を発していたのです。
　「二〇世紀最

さいこうはん

後半の現時点においても停止すること
なき軍拡競争の結果、新種の武器開発が行

おこ

なわれ、
それがさらに戦争を勃

ぼっぱつ

発させる事態へ連動していく可
能性と危険性すら存在する」
　今の世界にも当てはまる警告であり、博士の洞

どうさつ

察
の深さを感じずにはいられません。平和と軍縮の問題
は、冷戦時代から現在に至

いた

るまで “地
じ

続
つづ

き”となって
おり、アポリア（難題）として積み残されたままである
ことが浮

う

き彫
ぼ

りとなるからです。
　それでも、希望の曙

しょこう

光はあります。軍縮の分野で、
国際政治や安全保障に基づく議論だけでなく、人道
的な観点からの問題提起が行われるようになり、対
人地

じ

雷
らい

、クラスター爆
ばくだん

弾、そして核兵器と、非人道
的な兵器を禁止する条約が一つまた一つと制定され
てきているからです。
　国際人道法の形成にみられる歴史の大きな流れと
しての人道的アプローチを追い風としながら、軍縮を
大きく前進させるための共同作業を、すべての国が協
力して開始していかねばなりません。

注１　中距離核戦力（ＩＮＦ）全廃条約
　アメリカのレーガン大統領とソ連のゴルバチョフ書記長が
１９８７年１２月に署名した条約。射程５００～５５００キロの地
上配備の弾道ミサイルと巡航ミサイルの生産・実験・保有を禁止し
た。冷戦終結後はロシアが条約の義務を継承し、９１年５月に対象
兵器の全廃が完了したが、近年、新たなＩＮＦの配備を禁止した条
約の規定などを巡って対立が続いてきた。

注 2　ソクラテスの産婆術
　古代ギリシャの哲学者ソクラテスが用いた問答法で、言葉の投げ
掛けや対話を重ねる中で、通念や常識に対する疑問を相手に呼び起
こし、正しい認識や真理に導くアプローチ。弟子のプラトンがまと
めた対話篇『テアイテトス』では、ソクラテスが、助産師だった彼
の母の仕事になぞらえて、真理を産み出す過程を陣痛や分娩などに
譬えている箇所がでてくる。

■  ■　ヴァイツゼッカー博士の重要な考察　
　そこで、一つの手がかりとして言

げんきゅう

及したいのが、ヴァ
イツゼッカー博士が、軍縮を阻

はば

んできた背
はいけい

景にあるも
のを、「平和不

ふ

在
ざい

」という名の病
びょうり

理として掘
ほ

り下
さ

げて
いた考

こうさつ

察です（『心の病としての平和不在』遠山義孝訳、南雲堂）。
　私が着

ちゃくもく

目したのは、博士が平和を巡る問題を“病
気 ”に譬

たと

えることで、いずれの国にも、また、どんな
人にも決して無

む

縁
えん

な課題ではないとの前提に立ってい
た点です。

います。武
ぶ

装
そう

したドローン（無人航空機）による攻
こうげき

撃
が行われる中、市民を巻

ま

き込
こ

む被
ひ

害
がい

が広がり、国際
人道法の遵

じゅんしゅ

守を危
あや

ぶむ声があがっているのです。
　核兵器を巡

めぐ

る緊
きんちょう

張も高まっています。
　昨年１０月、アメリカのトランプ大統領は、ロシアと
の中

ちゅうきょり

距離核戦力（ＩＮＦ）全
ぜんぱい

廃条約＝注１＝から離
り

脱
だつ

する方
ほうしん

針を発表しました。
　両国の間

あいだ

で条約の遵守に関する対立が続いてきま
したが、今後、条約が破

は き

棄されることになれば、他
の保有国を含

ふく

めた核軍
ぐんかく

拡競争が再
さいねん

燃する恐
おそ

れがあり
ます。
　まさにグテーレス事務総長が「軍縮アジェンダ」の
序文で述べていた、「冷戦時代の緊張状態が、より
複雑さを増した世界に再び出現している」（「軍縮アジェン
ダ・私たちの共通の未来を守る」、「世界」２０１８年１１月号所収、岩波

書店）との警
けいしょう

鐘が、強く胸に迫
せま

ってきてなりません。
　なぜ、このような事態が２１世紀の世界で繰

く

り返
かえ

さ
れようとしているのか――。
　この問題を前にして思い起こされるのは、著

ちょめい

名な物
理学者で卓

たくえつ

越した哲学者でもあったカール・フォン・
ヴァイツゼッカー博士が、かつて述

の

べていた慧
けいがん

眼の言
葉です。
　博士は、私が友

ゆう

誼
ぎ

を結んできたエルンスト・フォン・
ヴァイツゼッカー氏（ローマクラブ名誉共同会長）の
父
ちちぎみ

君で、世界平和のための行動を貫
つらぬ

いた尊
とうと

い生
しょうがい

涯に
ついては対談集でも語り合ったところです。
　その博士が冷戦の終結後に、“ベルリンの壁 ”が
崩壊した１９８９年からドイツの統一が実現した９０年
までの世界の動きを振り返って、こんな言葉を述べて
いました（『自由の条件とは何か　１９８９～１９９０』小杉尅次・新垣
誠正訳、ミネルヴァ書房）。
　「世界情勢はこの一年間全体としてはほんのわずか
しか変化を経験しなかった」
　もちろん、東西に分断されたドイツで人生の大

たいはん

半を
過
す

ごしてきた博士自身、冷戦の終結を巡る一連の動
きが、歴史的な一大事件に他

ほか

ならなかったことを何
度も強調していました。
　そのことを承

しょうち

知の上で博士には、ソクラテスの産
さん

婆
ば

術
じゅつ

＝注２＝にも通じるような言葉の投
な

げ掛
か

けによって
伝えたいメッセージがあったのではないでしょうか。
　当時の政治・軍事状況を踏まえて、博士は次のよ
うに述べていました。
　「制度化された戦争の克

こくふく

服は、残念ながら現
げんきょう

況で
はまだ精神の根

こんげん

源的変革の域
いき

に達していません」
　つまり、異

こと

なる集団の間で覇
は

権
けん

を巡って戦
せんとう

闘が繰
く
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生存の権利を守る信念に立脚した
戸田会長の「原水爆禁止宣言」
■  ■　三車火宅の譬え　
　一方、この「ゲッティンゲン宣言」と同じ年に、仏
法者としての信念に基

もと
づいて「原

げんすいばく

水爆禁止宣言」を
発表したのが、私の師である戸田第２代会長でした。
　戸田会長は、当時高まっていた核実験禁止運動の
重要性を踏

ふ

まえつつも、問題の根本的な解決には、
核兵器を正当化する安全保障の根にある思想を断ち
切る以外にないとして、「その奥

おく

に隠
かく

されているところ
の爪
つめ

をもぎ取りたい」（『戸田城聖全集』第４巻）と訴
うった

えました。
　世界の民衆の生

せいぞん

存の権利を守るとの一点に立
りっきゃく

脚し
て、その権利を脅

おびや

かすことは誰
だれ

であろうと許されない
と訴え、国家の安全保障という高みに置かれていた
核兵器の問題を、すべての人間に深く関わる“生命
尊
そんげん

厳”の地平に引き戻すことに、「原水爆禁止宣言」
の眼
がんもく

目はあったのです。
　私が核廃絶の運動に取り組む中で、「核時代に終

しゅう

止
し ふ

符を打つために戦うべき相手は、核兵器でも保有
国でも核開発国でもありません。真に対決し克服すべ
きは、自己の欲

よくぼう

望のためには相手の殲
せんめつ

滅も辞
じ

さないと
いう『核兵器を容

ようにん

認する思想』です」と訴えてきたの
も、その師の信念を継

つ

いだものに他なりません。
　思い返せば、「原水爆禁止宣言」の発表から１年
が経

た

った時（５８年９月）、私は戸田会長の師
し し く

子吼
を反
はんすう

芻しながら、「火
か

宅
たく

を出
い

ずる道」と題する一文を
綴
つづ

ったことがあります。
　火宅とは、法華経の「三車火宅の譬え」から用

もち

い
た言葉で、そこには、こんな話が説

と

かれています。
　ある長者の家が、突

とつぜん

然、火事に見
み ま

舞われた。しか
し屋

や

敷
しき

が広大なこともあり、子どもたちは一向に危険
に気づかず、驚

おどろ

きも恐れもしていない。そこで長者は、
「外に出よう」という気持ちを子どもたちが自

みずか

ら起こせ
るように働きかけて、全員を火宅から無

ぶ じ

事に救
きゅうしゅつ

出する
ことができた――という話です。
　私は、その説話に触

ふ

れた一文の中で、「原水爆の
使用は、地球の自殺であり、人類の自殺を意味する」
と強調しました。核兵器はまさに、すべての国の人々
に深く関わる脅威であり、その未

み ぞ う

曽有の脅威に覆
おお

われ
た“火宅 ”から抜け出す道を共に進まねばならないと
の思いを込

こ

めて、その言葉を綴ったのです。
　この説話が象徴するように、何よりも重要なのは、
すべての人 を々救うことにあります。

　その考えの基
き

底
てい

には、人間は善と悪に分けられるよ
うな存在ではなく、「確定されていない生き物」であ
るとの認識がありました。
　ゆえに、「ひとは平和不在を外側から、愚

おろ

かさとも
悪ともみなしてはいけない」のであって、「病気の現象
だけを、目の前に置かねばならない」と強調したのです。
　また博士は、「平和不在は教化によっても、罰

ばっ

する
ことによっても克服できない。それは治

ちりょう

療と呼ぶべき
別のプロセスを必要とする」と指摘し、こう呼び掛け
ていました。「わたしたちが、病気の症

しょうじょう

状をわたした
ち自身のうちに認識しない限り、また他の人達とわた
したち自身を病人として受け入れることを習

なら

わない限
り、いかにしてわたしたちは病人を助けることができま
しょうか」と。
　そうした博士であればこそ、アメリカとソ連に続いてイ
ギリスが核開発競争に踏み出していた時代に、次のよう
な問題意識を提示していたのではないかと思います。
　博士が中心になって起

き

草
そう

し、他の学者たちとの連
名で５７年に発表した「ゲッティンゲン宣言」には、
こう記

しる

されています。
　「自国を守る最善の方法、そして世界平和を促

そくしん

進す
る最短の道は、明確かつ自発的に、いかなる種類の
核兵器の保有も放

ほう

棄
き

することであるとわれわれは信ず
る」（マルティン・ヴァイン『ヴァイツゼッカー家』鈴木直・山本尤・鈴
木洋子訳、平凡社）

　この言葉は、核開発競争を続ける保有国に向けら
れたものというよりも、まずもって、“自分の国が核問
題にどう臨

のぞ

むべきか ”との一点に焦
しょうてん

点を当てたもので
した。
　また、科学者として自分たちの仕事がもたらす結果
に対する責任を負

お

うがゆえに、すべての政治問題に対
して沈

ちんもく

黙することができないと宣言したのです。

　
環境学者のエルンスト・フォン・ヴァイツゼッカー氏と（2010年 3月、創
価大学で）。ローマクラブの共同会長を務めた氏との対談集『地球革命へ
の挑戦』では、環境問題をはじめ、氏の父君の信念の行動が話題となった
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命を奪うことに何の痛
つうよう

痒も感じない、その行動の奥
おうてい

底
にある害

がいしん

心に対し、自
みずか

らを制
せい

して止まるように言ったの
である、と（長尾雅人責任編集『世界の名著１　バラモン教典　原
始仏典』中央公論社を引用・参照）。
　この言葉に胸を打たれたアングリマーラは、害心を
取
と

り払
はら

って悪を断
た

つことを決意し、手にしていた武器
を投

な

げ捨
す

てた。そして釈尊に、弟子に加
くわ

えてほしいと
願い出たのです。
　以来、彼は釈尊に帰

き え

依し、自らが犯
おか

した罪
つみ

を深く
反省しながら、贖

しょくざい

罪の思いを込
こ

めた仏道修行にひた
すら励

はげ

みました。
　そんなアングリマーラに、もう一つの重要な転

てん

機
き

が
訪
おとず

れました。
　――アングリマーラが托

たくはつ

鉢をしながら街を歩いてい
ると、難

なんざん

産で苦しんでいる一人の女性を見かけた。
何もできずに立ち去ったものの、女性の苦しむ姿が胸
に残り、釈尊のもとに赴

おもむ

いてそのことを伝えた。
　釈尊はアングリマーラに対し、女性のもとに引き返
して、次の言葉をかけるように促

うなが

した。「わたしは生ま
れてからこのかた、故

こ い

意に生物の命を奪った記憶が
ない。このことの真実によっておん身に安

やす

らかさあらん
ことを、胎

たい

児
じ

に安らかさあらんことを」と。
　自分が重ねてきた悪

あくぎょう

行を知るがゆえに、アングリ
マーラは真意がつかめなかった。そこで釈尊は、アン
グリマーラが害心を自ら取り払い、深く反省して修行
を重ねていることに思いを至

いた

らせるかのように、改め
て彼に対し、女性にこう告

つ

げるように呼び掛けた。
　「わたしはとうとい道に志

こころざ

す者として生まれ変わって
からこのかた、故意に生物の命を奪った記憶がない。
このことの真実によっておん身に安らかさあらんこと
を、胎児に安らかさあらんことを」と。
　釈尊の深い思いを知ったアングリマーラは、街に
戻って女性に言葉を捧

ささ

げた。すると苦しんでいた女性
は穏
おだ

やかな表情を取り戻し、無事に子どもを出産する
ことができたのだった――（前掲『世界の名著１　バラモン教
典　原始仏典』を引用・参照）。
　この二つの出来事を通して、釈尊がアングリマーラ
に促したことは何であったか。
　それは、彼を長らく突き動かしてきた害心に目を向
けさせて、悪行を食い止めたことにとどまりませんでし
た。母子の命を助けるための道を照らし出し、アング
リマーラが自らの誓

ちか

いをもって“命を救う存在”になっ
ていく方向へと、心を向けさせたのです。
　もちろんこの説話は、一人の人間の生き方の変

へんかく

革
のドラマを描

えが

いたものであって、現代とは時代も違え

　その意味で、グテーレス事務総長が主
しゅどう

導した「軍
縮アジェンダ」で、長らく論議の中核を占

し

めてきた“安
全を守る”という観点だけでなく、「人類を救うため
の軍縮」「命を救う軍縮」「将来の世代のための軍縮」
との三つの立脚点が新たに打ち出されたことに、深く
共感するものです。

戸田第 2代会長の「原水爆禁止宣言」発表 60周年を記念し、横浜で
行われた青年不戦サミット。世界五大陸から集った青年たちが、「核兵器
のない世界」の建設を誓い合った（2017年 9月、神奈川文化会館で）

害
がいしん
心を取り払い "命を救う存在 "へ
釈尊が促した生き方の転換
■  ■　アングリマーラを変えた二つの転機
　では、いかなる手段も厭

いと

わず、どんな犠
ぎ

牲
せい

が生
しょう

じて
も構
かま

わないといった思想に横たわる「平和不
ふ

在
ざい

」の
病
びょうり

理を乗り越えて、すべての人々の命を救うための軍
縮を世界の潮

ちょうりゅう

流に押し上げていくためには、何が必
要となるのか――。
　この難題と向き合うにあたり、“病

やまい

に対する治
ち ゆ

癒”の
アプローチを重視する仏法の視

し ざ

座を示すものとして紹
介したいのは、釈

しゃくそん

尊が在
ざい

世
せ

の時代の古代インドで、
多くの人命を奪

うば

い、人々から恐
おそ

れられていたアングリ
マーラを巡

めぐ

る説話です。
　――ある時、釈尊の姿

すがた

を見かけたアングリマーラは、
釈尊の命を奪おうとして、後を追いかけた。
　しかし、どれだけ足を速

はや

めても、釈尊のそばにはた
どりつけない。
　業

ごう

を煮
に

やした彼が立ち止まり、釈尊に「止まれ」
と叫
さけ

んだ。すると釈尊から返ってきたのは、「アングリ
マーラ、わたしは止まっている。おん身

み

が止まれ」と
の答えだった。
　自分は足を止めているのに、なぜ、そんなことを言
うのかとたずねるアングリマーラに対し、釈尊はさらに
こう答えた。
　「止まれ」と言ったのは足のことではない。次

つぎつぎ

と々
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ならないと思うのです。
　そのために重要な足場となるのが、「平和不在」の
病理に対する認識を互

たが

いに持ちながら、治癒のあり
方を共に探

さぐ

ること――すなわち、「平和な社会のビジョ
ン」を共有していくことではないでしょうか。

国連の環境開発サミットの展示会場で、SGIなどが開催した教育シンポジ
ウム。当時、国連大学の学長を務めていたハンス・ファン・ヒンケル氏ら
が基調講演を行った（2002 年 8月、南アフリカ共和国のヨハネスブル
クで）

■  ■　核兵器禁止条約が持つ歴史的な意義
　私は、このビジョンの骨

こっかく

格となるものを打ち出した
軍縮国際法の嚆

こう

矢
し

こそ、核兵器禁止条約に他ならな
いと訴えたい。
　核兵器禁止条約は、軍縮や人道の範

はんちゅう

疇だけに収
おさ

ま
る国際法ではありません。
　国際人道法の名づけ親と言われる赤十字国際委員
会のジャン・ピクテ元副委員長は、国際人道法の規
則を構成する条文は「人道的な関心を国際法へ転

てんかん

換
したもの」（前掲『戦争と国際人道法』）であると強調していま
した。
　被

ひ

爆
ばくしゃ

者をはじめとする多くの民衆の“核兵器による
惨
さんげき

劇を繰り返してはならない”との思いを凝縮した核
兵器禁止条約は、まさにその系

けい

譜
ふ

に連
つら

なるものだとい
えましょう。
　さらに、核兵器禁止条約は、新しい国際法のあり
方として注目されている、「ハイブリッド型国際法」の
性格も帯

お

びています。
　これは気候変動の分野で提起されてきたもので、
人権や強制移住の問題と連動させる形での問題解決
を志向した、思考の枠

わく

組
ぐ

みの転換を促す条約のアプ
ローチです。
　そうした地球的な課題の連

れんかんせい

関性をより幅
はばひろ

広く包
ほうせつ

摂し
たのが、核兵器禁止条約であると思うのです。
　国家の主権に深く関

かか

わる安全保障であっても、「環
境」「社会経済開発」「世界経済」「食

しょくりょう

糧安全保障」
「現在及

およ

び将来の世代の健康」、そして「人権」と「男

ば、状況も違います。
　しかし、行

こう

為
い

の禁止を強調するだけでなく、その行
為とは正反対の“命を救う存在 ”へと踏み出すことを
促すベクトル（方向性）は、社会の変革にまで通じ
る治癒の底

ていりゅう

流となり得
う

るのではないかと、私は提起し
たいのです。

戦争の悲劇を繰り返させない
■  ■　ジュネーブ諸条約に込められた決意
　今から７０年前（１９４９年）に締

ていけつ

結され、国際人
道法の重要な原則を定

さだ

めたジュネーブ諸条約には、
このベクトルに相

あいつう

通じるような条約制定への思いが込
められていたと感じます。
　ジュネーブ諸条約は、妊

にん

婦
ぷ

をはじめ、子どもや女
性、高

こうれいしゃ

齢者や病人を保護する安全地
ち

帯
たい

の設置などを
求めて、第２次世界大戦の末期に赤十字国際委員会
が準備作業に着

ちゃくしゅ

手していたものでした。
　戦後、交

こうしょう

渉会議に参加した国々は、条約の採
さいたく

択に
際し次の表明を行

おこな

いました。
　「各国政府は将来にわたり、戦争犠牲者の保護の
ジュネーブ諸条約を適用しなければならないことのな
いよう、また各国は強大国であろうと弱小国であろう
と常に諸国間の相互理解と協力により紛

ふんそう

争を友好的
に解決することを希望する」（井上忠男『戦争と国際人道法』
東信堂）

　つまり、条約に対する違
い

反
はん

行為を共に戒
いまし

めるといっ
た次

じ
元
げん

にとどまらず、条約の適用が問
と

われるような、
多くの人命が奪われる事態を未

み

然
ぜん

に防
ふせ

ぐとの一点に、
条約の制定を導

みちび

いた思いが凝
ぎょうしゅく

縮していたのです。
　多くの人々が目

ま

の当
あ

たりにした戦争の残
ざんこく

酷さと悲
ひ

惨
さん

さが、交渉会議の参加者の間にも皮
ひ ふ

膚感覚として残っ
ていたからこそ、国際人道法の基盤となる条約は、
強い決意をもって採択されたのではないでしょうか。
　私は、この条約の原点を常に顧

かえり

みることがなけれ
ば、条文に抵

ていしょく

触しない限り、いかなる行為も許され
るといった正当化の議論が繰り返されることになると、
強く警

けいこく

告を発したい。
　まして現在、ＡＩ兵器と呼ばれる「自律型致

ち し

死兵器
システム（Ｌ

ロ ー ズ

ＡＷＳ）」の開発が進む中で、“人間が
直接介

かいざい

在せずに戦
せんとう

闘が行われる紛争 ”の到
とうらい

来さえ、
現実味を帯

お

びようとしています。このままではジュネー
ブ諸条約に結

けつじつ

実した国際人道法の精神が十
じゅうぜん

全に発
はっ

揮
き

されなくなる恐
おそ

れがあり、私たちは今こそ、「平和
不在」の病理を克

こくふく

服する挑
ちょうせん

戦を大きく前に進めねば
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アプローチですが、私は、この追求がそのまま、軍
拡の流れを軍縮へと大きく転換する原動力となってい
くに違いないと考えます。
　国連のグテーレス事務総長が「軍縮アジェンダ」
の発表にあたって警

けいしょう

鐘を鳴らしていたように、世界全
体の軍事支出が増加する一方で、人道危機への対
応のために必要な支援が不十分となる状態が続いて
います。
　災害だけをみても、毎年、２億人以上の人々が被

ひ

災
さい

しているといわれます。
　飢

き が

餓の問題も深刻です。８億２１００万人が飢餓に
見
み ま

舞われ、栄養不良で発
はついく

育が阻
そ

害
がい

されている５歳未
み

満
まん

の子どもは約１億５１００万人に及んでいます。
　この問題を考えるにつけ、“そもそも安全保障は何
のためにあるのか ”との原点に立ち返る必要があると
思えてなりません。
　そこで言及したいのは、国連大学のハンス・ファン・
ヒンケル元学長が「人間の安全保障」に関する論

ろんこう

考
で述べていた言葉です。
　ヒンケル氏は、安全保障はさまざまな要因が関係
するために複雑にみえるものの、一人一人の目線に立
てば、何が脅威で、何を不安に感じるのかは明白に
浮
う

かび上
あ

がってくるとし、次のように指摘しました。
　「世界の大多数の人々にとって、従

じゅうらい

来の安全保障
が、個人レベルにおいて意味のある安心感を提供で
きなかったことは明白である」
　「国際関係と外交政策の決定過程には、疾

しっぺい

病や飢
餓や非

ひ

識
しき

字
じ

よりも、ハイ・ポリティクスを優
ゆうせん

先する態
度や制度が埋

う

め込
こ

まれている。私たちは、このような
あり方にあまりにも慣

な

れてしまっており、多くの人にとっ
て『安全』は国家の安全保障と同義になっている」
　「ハイ・ポリティクス」とは政治上の最優先事項を
意味する言葉ですが、国家の安全保障の比

ひじゅう

重に比
くら

べ
て、一人一人の生命と生活を脅

おびや

かす諸課題への対応
が遅

おく

れがちになる中で、世界の多くの人々が「意味
のある安心感」を得

え

られていない状況が生
しょう

じているの
ではないかと、ヒンケル氏は問題提起したのです。
　またヒンケル氏は別の講演で、極

きょくど

度の貧
ひんこん

困に陥
おちい

っ
た人々の窮

きゅうじょう

状について、こう述
の

べていました。
　「一日一日の生

せいぞん

存さえ――まさしく『一日一日』で
あって、『一時間一時間』とさえいいうるのだが――
保
ほしょう

証されないとしたら、人はいかにして生活に喜びや
意味を見い出したり、人間的尊

そんげん

厳を維
い じ

持しながら生
活を送ることができるだろうか。明日を迎

むか

えるのが精
せい

女双
そうほう

方の平等」のすべての重みを踏まえたものでなけ
ればならないとの方向性を明確に打ち出しているから
です。
　いずれの課題に対する配

はいりょ

慮を欠
か

いても、真の安全
保障を確保することはできない――その意識の共有
が土台になければ、核軍縮の交渉といっても、保有
数のバランスばかりに目が向いて、軍備管理的な意
味合いから抜け出すことは難

むずか
しいのではないでしょう

か。
　その意味で、核兵器禁止条約は、長年にわたる核
軍縮の停

ていたい

滞を打ち破るための基盤を提供するだけで
はありません。
　核兵器禁止条約を支持する連

れんたい

帯の輪を広げる中
で、①すべての人々の尊

そんげん

厳を守り合う「人権」の世
界、②自他共の幸福と安全を追求する「人道」の世
界、③地球環境と未来の世代に対する責任を分かち
合う「共生」の世界への道を力

ちからづよ

強く開いていくことに、
最大の歴史的な意義があると訴えたいのです。

SGIと ICANが共同制作した「核兵器なき世界への連帯」展。2012年
に広島でスタートした同展は、これまで世界の90都市で開催されてきた
（2017年 9月、タイのソンクラナカリン大学で）

安心感と未来への希望を育む
「人間中心の多国間主義」を

■  ■　不十分な状態続く人道危機への対応
　次に、軍縮を進めるための第二の足場として提起し
たいのは、「人間中心の多

た

国
こくかん

間主義」を共に育
はぐく

むこと
です。
　「人間中心の多国間主義」は、深刻な脅威や課題
に直面している人々を守ることに主眼を置くアプロー
チで、昨年８月に行われた国連広報局／ＮＧＯ（非
政府組織）会議の成果文書でも、その重要性が強
調されていたものです。
　Ｓ
エスディージーズ

ＤＧｓの取り組みを前進させるために欠かせない
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然環境の悪化が懸念される中で始まったもので、難
民キャンプとそのキャンプがある地域に約２００万本
の木々が植えられてきました。
　アフリカの大地に新

あら

たに植えられた、たくさんの緑
の木々――。その光景を思い浮かべる時、私の大切
な友人で、アフリカに植

しょくじゅ

樹運動の輪を広げたワンガリ・
マータイ博士が述べていた言葉が胸に迫

せま

ってきます。
　「木々は土地を癒

いや

し、貧困と飢
う

えのサイクルを断ち
切る一助になります」
　「そして、木々は素

す ば

晴らしい平和のシンボルです。木々
は生き、私たちに希望を与

あた

えてくれます」（アンゲリーカ・Ｕ・
ロイッター／アンネ・リュッファー『ピース　ウーマン』松野泰子・上浦倫

人訳、英治出版）

　難民の人々にとって、新しく生活を始めた場所で栽
培を手伝った木々の存在は生きる希望の象

しょうちょう

徴となり、
「意味のある安心感」につながるものとなっているの
ではないでしょうか。
　私は、“最も苦しんだ人こそが最も幸せになる権利
がある”との信念に基づき、２１世紀は必ず「アフリ
カの世紀」になると、半世紀以上にわたって訴え続
けてきました。
　世界で求められている「人間中心の多国間主義」
のアプローチの旭

きょくじつ

日は、今まさにアフリカから昇
のぼ

ろうと
しているのです。

生命尊厳の思想に基づく共生の世界を！――環境運動家のワンガリ・マー
タイ博士との対話では、人類に新しい希望の光を送るアフリカの使命など
について語り合われた（2005年 2月、東京・信濃町の聖教新聞本社で）

一
いっぱい

杯というような生活が主
しゅ

たる関心事であるとしたら、
人はいかにして未来に懸

か

け、他者との絆
きずな

を築くことが
できるだろうか」（「疎外、人間の尊厳、責任」、「日本国際問題研
究所創立４０周年記念シンポジウム報告書」所収）と。
　私はそこに、従

じゅうらい

来の安全保障では見
み す

過ごされてき
た人々の苦しみの深

しんこく

刻さを、痛
つうせつ

切に感じるのです。
　その辛

つら

い思いは、貧困や格
かく

差
さ

に苦しむ人々だけで
なく、紛

ふんそう

争のために難
なんみん

民生活を強
し

いられた人々や、
災害によって避

ひ

難
なん

生活を余
よ ぎ

儀なくされた人々をはじ
め、世界の多くの人々が抱

かか

えているものではないでしょ
うか。

■  ■　アフリカで広がる画期的な難民支援　
　その意味で私は、同じ地球に生きる一人一人が「意
味のある安心感」を抱

いだ

くことができ、未来への希望を
共に育

はぐく

んでいける世界を築くことこそ、「人間中心の
多国間主義」の基盤にあらねばならないと訴えたい。
　とはいっても、この挑

ちょうせん

戦はゼロからの出発ではあり
ません。多くの深刻な問題に直面してきたアフリカで、
意欲的な取り組みが始まっているアプローチだからで
す。
　その契

けい

機
き

となったのが、２００２年のアフリカ連合
（ＡＵ）の発足でした。
　人道危機に対応するための協力が模

も

索
さく

される中、
７年前には「ＡＵ国内避

ひ

難
なん

民
みん

条約」が発
はっこう

効しています。
　これは他の地域には見られない先

せん

駆
く

的な条約で、
国内避難民の保護を地域全体で支えることを目指した
ものです。
　また、難民支援の面でも特

とくひつ

筆すべき動きがみられ
ます。
　例えばウガンダでは、南スーダンなどの紛争国から
逃
のが

れた１１０万人もの難民を受け入れてきましたが、
難民の人々は移動の自由と労働の機会が認められて
いるほか、土地の提供を受け、医

いりょう

療や教育も受けら
れるようになっています。
　ウガンダの多くの国民が紛争の被害に苦しみ、難
民生活を送った経験を持ち、その時の思いが、難民
の人 を々支える政策の基盤となっているのです。
　このほか、タンザニアでも注目すべき取り組みがあ
りました。
　タンザニアでは、周辺の国々から避難した３０万人
以上の難民の人々が生活していますが、その難民の
人 と々地域の住民が協力して、苗

なえ

木
ぎ

を栽
さいばい

培する活動
が行われてきたのです。
　この活動は、薪

まき

を得るために森林伐
ばっさい

採が進み、自
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　釈尊が胸を痛めたのは、生老病死の悩みもさること
ながら、多くの人がそれを“今の自分とは関係のない
もの”と考えて、苦しんでいる人々を忌

い

み嫌
きら

ったり、
厭
いと

う気持ちを抱
いだ

いてしまっていることでした。
　後に釈尊は当時を回

かいそう

想し、そうした人間心理につ
いて次のように述べました。
　「自分が老いゆくものであって、また、老いるのを
免
まぬか

れないのに、他人が老
ろうすい

衰したのを見ると、考えこん
で、悩み、恥

は

じ、嫌
けん

悪
お

している――自分のことを看
かん

過
か

して」
　こうした言葉を通し、釈尊は「老い」だけでなく、「病」
や「死」に対しても同じ心理が働きやすいことを喝

かっ

破
ぱ

しました。他者の苦しみを自分とは無縁のものと思い、
嫌悪の念すら抱く――この人間心理を、釈尊は「若
さの驕

おご

り」「健康の驕り」「いのちの驕り」として戒
いまし

め
たのです。
　それらの驕りを、“人間と人間との心の結びつき”
の観点から見つめ直してみるならば、驕りから生じる
無関心や無

む じ ひ

慈悲が、人々の苦しみをより深
しんこく

刻なものに
してしまうという問題が、浮

う

かび上
あ

がってくるのではな
いでしょうか。
　いつの時代にも、“貧困などの状態に陥

おちい

るのは本
人の運命でやむを得ない”といった運命論や自己責
任論をはじめ、“人々に苦しい思いをさせたとしても、
自分の知るところではない”といった道徳否定論が横

おう

行
こう

しやすい面があります。
　こうした考えに対して釈尊は、人間が生きる上でさ
まざまな苦しみに遭

あ

うことは避けられないとしても、自
身の内

うち

なる可能性を開花させることで、人生を大きく
切り開いていくことができると強調しました。
　そしてまた、困難を抱える人々に対し、同苦して寄

よ

り添
そ

い、励
はげ

まし支えていく縁
えん

を紡
つむ

ぎ合う中で、安心と
希望の輪を広げることができると強調したのです。
　この仏法の眼

まな

差
ざ

しは、生老病死の悩みにとどまらず、
社会でさまざまな困難に直面している人々にも向けら
れたものでした。
　例えば、ある大乗仏教の経典（優

う ば

婆塞
そく

戒
かいきょう

経）には
次のような一節が説かれています。
　「乾

かんそう

燥した場所には、井
い ど

戸をつくり、果
かじゅりん

樹林を植え、
水
すい

路
ろ

を整備しよう」

注3　難民に関するグローバル・コンパクト
　２０１８年１２月の国連総会で採択された、難民支援の連携を進
めるための国際的な指針。難民の教育機会の確保や受け入れ国での
インフラ整備など、難民と受け入れ国の双方が恩恵を受けられる包
括的な支援を進めるための国際協力の強化を目指す。各国の取り組
みの進捗状況を報告する「グローバル難民フォーラム」を４年ごと
に開催することも盛り込まれた。

仏法に脈打つ「同苦」の精神が
SGI の平和運動の源流
■  ■　無関心と無慈悲が苦しみを強める
　現在、国連難民高等弁務官事務所が支援する難
民の３割以上が、アフリカの国々で生活をしています。
　国連で先月採

さいたく

択された、難民に関するグローバル・
コンパクト＝注３＝でも呼び掛けられたように、大勢の
難民の人 を々受け入れ国だけで支えるのは容易ではな
く、国際社会をあげて難民への支援とともに、受け入
れ国に対する支援を強化することが欠かせません。
　ともすれば、難民問題や貧困の問題にしても、その
悲
ひ

惨
さん

さに直面していない場合、“自分たちの国には関
係がない ”とか “自分たちの国の責任ではない ”と
考えてしまう傾

けいこう

向がみられます。「人間中心の多国間
主義」は、こうした国の違いという垣

かき

根
ね

を超
こ

えて、深
刻な脅

きょうい

威や課題に苦しんでいる人々を救うことを目指
すアプローチなのです。

関西国際文化センターで2018年 12月に開幕した、創価学会主催の「難
民の子どもたちの絵展」。中東・シリアでの紛争から逃れた少年が将来の
夢を描いた作品をはじめ、76点の絵が紹介されている（兵庫・神戸市で）

　仏法の出発点となった釈尊の「四
し

門
もん

出
しゅつゆう

遊」の説
話には、この意識転

てんかん

換を考える上で示
し さ

唆を与えるメッ
セージがあると、私は考えます（以下、『ゴータマ・ブッダＩ』、
『中村元選集［決定版］』第１１巻所収、春秋社を引用・参照）。
　古代インドの時代に、王族として生まれた釈尊は、
政治的な地位と物質的な豊かさに恵

めぐ

まれる中で、寒
さや暑さに悩まされることも、塵

ちり

や草や夜
よ

露
つゆ

によって
衣服が汚

よご

れることもない生活を送り、多くの人が王族
に仕えてくれる環境の下で青年時代を送りました。
　しかしある日、城門から出た釈尊が目にしたのは、
病気や老

お

いを抱
かか

えて苦しむ人々や、道
みちばた

端で亡
な

くなって
いる人の姿でした。
　その姿に激

はげ

しく心を動かされた釈尊は、自分も含
ふく

め、
人間であるならば誰

だれ

しも生
しょうろうびょうし

老病死の苦しみは逃れがた
いものであることを、まざまざと感じたのです。
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す、「エスカス条約」という画期的な枠組みを採択し
ました。
　この地域では、ハリケーンによる災害や、海洋の酸
性化などの問題を抱えてきました。そこで、条約を通
じて地域間の協力を強化するとともに、環境問題に取
り組む人々を共に守り、重要な決定をする場合には
多様な意見に耳を傾

かたむ

けることを義務づけるという、「人
間中心」の方針が打ち出されたのです。
　加

くわ

えて、グローバルな規
き ぼ

模でも注目すべき動きが始
まっています。
　国連環境計画が２年前に開始した「クリーン・シー・
キャンペーン」で、海洋汚

お

染
せん

を引き起こしてきたプラ
スチックごみの削

さくげん

減を目指す運動です。
　現在までに５０カ国以上が参加し、対象となる海
岸線は世界全体の６割を超

こ

えるまでになりました。
　これまで“海岸線を守る”というと防衛的な観点が
前面にあったといえますが、今やそこに、“国の違い
を超えて海洋を保護し、生

せいたいけい

態系を共に守る”というまっ
たく新しい意味合いが生

しょう

じつつあるのです。
　歴史を振

ふ

り返
かえ

れば、現代にもつながる排
はい

他
た

的なナ
ショナリズムと、利益至

しじょう

上主義のグローバリズムの端
たん

緒
しょ

となったのが、１９世紀後半から世界に台
たいとう

頭した帝
てい

国
こく

主義でした。
　創価学会の牧口常三郎初代会長は、その嵐

あらし

が吹
ふ

き荒
あ

れた２０世紀の初頭（１９０３年）に、他国の民
衆を犠

ぎ

牲
せい

にして自国の安全と繁
はんえい

栄を追い求める生存
競争から脱

だっ

して、各国が人道的競争に踏み出すべき
であると訴

うった

えていました。
　そしてその要

ようてい

諦を、「他のためにし、他を益
えき

しつつ
自己も益する方法を選ぶにあり。共同生活を意識的
に行うにあり」（『牧口常三郎全集』第２巻、第三文明社、現代表
記に改めた）と強調したのです。
　この軸

じくあし

足の転
てんかん

換は、現代の世界で切
せつじつ

実に求められ
ているものだと思えてなりません。
　人道危機や環境協力の分野で助け合う経験を重

かさ

ね
ることは、「平和不

ふ

在
ざい

」の病
びょうり

理がつくりだした対立と
緊
きんちょう

張の荒
あ

れ地
ち

に、信
しんらい

頼と安心の緑野を広げるための
処
しょほうせん

方箋となるはずです。その先には、対抗的な軍
ぐんかく

拡
競争から抜け出す道も開

ひら

けてくるのではないでしょうか。
　今年の９月には、国連で「気候サミット」が開催さ
れます。
　世界全体が「人間中心の多

た

国
こくかん

間主義」へと大きく
踏み出すための絶

ぜっこう

好の機会であり、“同じ地球で生き
る人間の生命と尊

そんげん

厳にとって重要な協力とは何か ”に
焦
しょうてん

点を当て、温
おんだん

暖化
か

防止の取り組みの強化を図
はか

ると

　「年
ねんぱい

配の人や子どもや体の弱い人が困
こま

っていれば、
彼
かれ

らの手をとって助けよう」
　「住んでいた土地を失ってしまった人を見かけたら、
親
しん

身
み

な言葉をかけて寄り添おう」
　これらの言葉は、自分も同じ苦しみに直面するかも
しれない一人の人間として、“自分だけの幸福もなけ
れば、他人だけの不幸もない”との心で「自

じ た

他共
とも

の
幸福」を目指していく、仏法の精神の一つの表れとい
えるものです。
　私どもがＦＢＯ（信仰を基盤とした団体）として、
平和や人権、環境や人道などの地球的な課題に取り
組む上での思想的源

げんりゅう

流となってきたのも、こうした他
者の苦悩に「同苦」する精神に他なりませんでした。
　釈尊が洞

どうさつ

察した、老いや病や死を自分に関係がな
いものとして厭

いと

い、苦しみを抱える人に冷たく接してし
まう心理――。それはまた、貧困や飢餓や紛争で苦
しんでいる人 を々、自分が直面する問題ではないから
と意識の外に置いてしまう心理と、底

ていりゅう

流において結び
ついているのではないかと思えてなりません。

■  ■　環境問題が促す安全保障観の転換
　この問題を考える時、先に触

ふ

れた国連広報局／Ｎ
ＧＯ会議の成果文書の中にも、「私たち民衆は、ナショ
ナリズムかグローバリズムか、いずれかしかないといっ
た誤
あやま

った選
せんたく

択を拒
きょ ひ

否する」との言葉があったことが想
そう

起
き

されます。
　自国第一主義に象徴されるようなナショナリズムを
追求すればするほど、「排

はい

他
た

」の動きが強まることに
なり、経済的な利益を至

しじょう

上視
し

するグローバリズムを進
めれば進めるほど、「弱

じゃくにくきょうしょく

肉強食」的な世界の傾向が
強まってしまいます。
　そうではなく、深刻な脅威や課題に直面する人 を々
守ることに主眼を置いた「人間中心の多国間主義」
のアプローチを、すべての国々が選び取って共に行動
を起こしていく時代が来ていると思うのです。
　安全を守る防衛の歴史には、“城

じょうへき

壁を堅
けん

固
ご

に築け
ば、自分たちは安全である”との思想がみられますが、
そうした考えは現代においても、“軍事力で防

ぼうぎょ

御され
た国境の内側にいる限り、自分たちの安全は確保で
きる”といった形で受

う

け継
つ

がれてきたといえましょう。
　しかし一方で、気候変動をはじめとする地球的な
課題の多くは、国境を越える形で被害が及ぶもので
あり、新しいアプローチでの対応が欠

か

かせないのでは
ないでしょうか。
　こうした中、ラテンアメリカとカリブ海諸国が、昨年
３月、環境に関する権利を地域全体で守ることを目指
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的な打
だ

撃
げき

を与
あた

えるものにとどまらず、重要インフラへの
侵
しんにゅう

入で社会的な機能を麻
ま ひ

痺させることを目的にした攻
撃など、多くの市民を巻

ま

き込
こ

み、甚
じんだい

大な被
ひ

害
がい

を及ぼ
す危険性を持つものです。
　このように現代の軍拡競争は、戦

せんとう

闘の有
う む

無にかか
わらず、日常生活にまで及ぶ脅威を招

まね

いています。
　しかも、その深刻さは、平和や人道に対する脅威
だけにとどまりません。
　人間の生き方、特に青年に及ぼす影響の観点から
見つめ直してみるならば、軍拡の問題があまりにも複
雑で巨

きょだい

大になってしまったがゆえに、現実を変えるこ
とはできないといった“あきらめ”を蔓

まんえん

延させる点に、
根
こんげん

源的な深刻さがあるのではないでしょうか。

2018 年 9月、国連人権理事会が、「人権教育のための世界プログラム」
の第 4段階の焦点を青年にすることを決議。会期中には、SGIなどが制
作した「人権教育ウェブサイト」の完成発表会が、人権理事会の関連行
事として行われた（ジュネーブの国連欧州本部で）

■  ■　社会の土壌を蝕む “あきらめ ”の蔓延
　「平和不在」の病理の克

こくふく

服を訴えたヴァイツゼッ
カー博士が、何より懸

け

念
ねん

していたのもこの問題でした
（前掲『心の病としての平和不在』）。
　博士は、制度的に保障された平和の必要性を訴え
る自分の主張に対し、寄せられる非

ひ

難
なん

として二つの類
るい

型
けい

を挙
あ

げました。
　一つは、「われわれは平和の中で暮

く

らしているでは
ないか。大規模な兵器こそが平和をまもっているのだ」
との非難です。
　もう一つは、「戦争はいつの時代にもあったし、ま
たこれからもあるだろう。人間の自然とはそういうもの
だ」との非難でした。
　奇

きみょう

妙なことに二つの非難は、しばしば同じ人間が
発
はっ

する言葉でもあったといいます。つまり、「同じ人が、
一方では平和の中で暮らしていると考え、他方では、
平和は単なる聞

き

き届
とど

けられない願
がんぼう

望であるといってい

ともに、安全保障観の転
てんかん

換を促
うなが

す機運を高める出発
点にしていくことを、私は強く呼

よ

び掛
か

けたいのです。

変革の波を世界に巻き起こす
「青年による関与」を主流化

■  ■　国連事務総長の学生への呼び掛け
　最後に、軍

ぐんしゅく

縮を進めるための第三の足
あし

場
ば

として提
起したいのは、「青年による関

かん

与
よ

」を主
しゅりゅう

流化
か

させるこ
とです。
　国連では今、多くの分野で青年がキーワードになっ
ています。
　その中

ちゅうかく

核となるのが、昨年９月に始まった「ユース
２０３０」の戦

せんりゃく

略です。世界１８億人の青年のエンパ
ワーメント（内発的な力

ちから

の開
かい

花
か

）を進めながら、若
い世代が主役となってＳ

エスディージーズ

ＤＧｓの取り組みを加
か

速
そく

させ
ることが目指されています。
　人権の分野でも新しい動きがありました。
　来年からスタートする「人権教育のための世界プロ
グラム」の第４段

だんかい

階で、青年を重点対
たいしょう

象にすることが
決まったのです。
　私も昨年の提言で、その方向性を呼び掛けていた
だけに、第４段階の活動が多くの国で軌

き

道
どう

に乗ること
を願ってやみません。
　青年の重要性が叫ばれているのは、軍縮の分野も
例外ではなく、グテーレス事務総長が主

しゅどう

導した「軍
縮アジェンダ」で明確に打ち出されています。何より
事務総長の思いは、その発表の場として国連本部の
ような外交官の集まる場所ではなく、若い世代が学
ぶジュネーブ大学を選んだことにも表れていました。
　グテーレス事務総長は、こう呼び掛けました。
　「この会場におられる学生の皆

みな

さんのような若者は、
世界に変

へんかく

革をもたらす最も重要な力
ちから

です」
　「私は、皆さんが自分の力とつながりを利用し、核
兵器のない世界、兵器が管理、規制され、資源が
すべての人に機会と繁

はんえい

栄をもたらすように使われる世
界を求めることを希望しています」（国連広報センターのウェ
ブサイト）

　その強い期待を胸に事務総長は、長年にわたり未
解決となってきた核兵器の問題だけでなく、若者たち
の未来に深

しんこく

刻な脅
きょうい

威を及
およ

ぼす課題として、新しい技
術が引き起こす紛

ふんそう

争の危険性を学生たちに訴えたの
です。
　なかでも事務総長が深い憂

ゆうりょ

慮を示
しめ

していたのが、
サイバー攻撃の脅威でした。サイバー攻撃は、軍事
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自分にしかできない行動が
厳しい現実を突き破る力に
■  ■　立正安国論の精神
　釈
しゃくそん

尊の教えの精
せいずい

髄である法華経に基づき、１３世
紀の日本で仏法を展

てんかい

開した日蓮大聖人が、「立正安
国論」において、社会の混

こんめい

迷を深める要因として剔
てっ

抉
けつ

していたのも、“あきらめ”の蔓延でありました。
　当時は、災害や戦

せんらん

乱が相次ぐ中で、多くの民
みんしゅう

衆が
生きる気力をなくしていました。その上、自分の力で
困
こんなん

難を乗
の

り越
こ

えることをあきらめてしまう厭
えんせいかん

世観に満
み

ち
た思想や、自

じ こ

己の心の平
へいおん

穏だけを保つことに専
せんねん

念する
ような風潮が社会を覆

おお

っていました。
　その思想と風潮は、法華経に脈

みゃくう

打つ教えとは対極
にあるものに他なりませんでした。法華経では、すべ
ての人間に内在する可能性をどこまでも信じ、その薫

くん

発
ぱつ

と開花を通じて、万人の尊
そんげん

厳が輝
かがや

く社会を築くこと
を説いていたからです。
　度

たびかさ

重なる災害で打ちひしがれている人々の心に希
望を灯

とも

すには何が必要なのか。紛
ふんそう

争や内戦を引き起
こさないためには、どのような社会の変革が求められ
るのか――。
　大聖人はその課題と徹

てってい

底して向き合いながら、「如
し

かず彼
か

の万祈を修せんよりは此
こ

の一
いっきょう

凶を禁ぜんには」
（御書２４ページ）と訴え、“あきらめ”の心を生

しょう

じさせる
社会の土

どじょう

壌に巣
す

くう病
びょうこん

根を取
と

り除
のぞ

く重要性を強調しま
した。
　社会の混迷が深いからといって、あきらめるのでは
ない。人間の内なる力を引き出して、時代変革の波
を共に起こすことを呼び掛けたのが、大聖人の「立
正安国論」だったのです。
　私どもは、この大聖人の精神を受

う

け継
つ

ぎ、牧口初
代会長と戸田第２代会長の時代から今

こんにち

日に至
いた

るまで、
地球上から悲

ひ

惨
さん

の二字をなくすために行動する民衆
の連
れんたい

帯を築くことを社会的使命としてきました。
　こうした仏法の源

げんりゅう

流にある釈尊の苦に関する洞
どうさつ

察に
ついて、「厭世的な気分というものはない」（『佛陀と龍樹』
峰島旭雄訳、理想社）と評したのは、哲学者のカール・ヤ
スパースでした。
　ヤスパースの著

ちょさく

作の中に、“あきらめ”を克服する
ための方

ほう

途
と

を論じた考察があります（『実存開明』草薙正夫・
信太正三訳、創文社）。
　一人一人の人間が直面する逃

のが

れられない現実を
「限界状況」と名づけたヤスパースは、「現

げんそんざい

存在とし

る」と。
　そこで博士は、本人でも気づかない矛

むじゅん

盾がなぜ起
こるのかについて考

こうさつ

察を進めました。
　注

ちゅうし

視し続けることが困
こんなん

難な問題を前にした時、人
間にはそれを頭の中から押しのけようとする心理が働
く。その心の動きは、ある場合には精神の均

きんこう

衡を保
たも

つために必要かもしれないが、「生
せいぞん

存に必要な判断」
が求められる時に、果

は

たしてそれで良いのだろうか。
　それは、「わたしたち人間が、平和をつくり出すよう
になるためにはなにがなされねばならないか。なにを
実行しなければならないか」について、真

しん

摯
し

に考えよ
うとする取り組みを足

あし

止
ど

めしてしまうのではないか――
というのが、博士の問題提起だったのです。
　この考察から半世紀が経

た

った今なお、核抑止を積
極的に支持しないまでも、安全保障のためにはやむ
を得ないと考える人々は、核保有国や核依存国の中
に少なくありません。
　核戦争が実際に起こらない限り、「大規模な兵器こ
そが平和をまもっているのだ」と考え、核の脅威から
目を背

そむ

けていても、一
いっけん

見、何の問題もないようにみえ
るかもしれない。
　しかし、核問題に対する“あきらめ”が蔓延してい
ること自体が、社会の土

どじょう

壌と青年たちの未来を蝕
むしば

み
かねないことに目を向ける必要があります。
　核抑止に基

もと

づく安全保障は、ひとたび戦
せんたん

端が開か
れれば、他国と自国の大勢の人々の命を奪

うば

い去
さ

る大
だい

惨
さん

事
じ

を招くだけではない。核兵器が使用される事
じ

態
たい

が起きなくても、核の脅威の下
もと

で生きることを強いら
れる不

ふじょうり

条理は続き、核兵器の防
ぼう

護
ご

や軍事機
き

密
みつ

の保
護が優先されるため、国家の安全保障の名の下に自
由や人権を制限する動きが正当化される余

よ ち

地も常
つね

に
残ります。
　そこに“あきらめ”の蔓延が加われば、自分たちの
身に自由や人権の侵

しんがい

害が降
ふ

りかからない限り、必要
悪として見

み す

過ごしてしまう風
ふうちょう

潮が社会で強まる恐
おそ

れが
あるからです。
　ヴァイツゼッカー博士が懸念していた「平和不在」
の病理がもたらす悪影響が、このような形で今後も強
まっていくことになれば、次代を担う青年たちが健

けんぜん

全
で豊かな人間性を育む環境は損

そこ

なわれてしまうのでは
ないでしょうか。
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ねてきました。
　その大きな目標であった核兵器禁止条約が実現を
みた今、私は自らの経験を踏

ふ

まえて、世界の青年た
ちに呼び掛けたい。
　一人一人が皆、尊

そんごく

極の生命と限りない可能性を
持った存在に他ならず、国際社会の厳しい現実を、
動
うご

かし難
がた

いものとして甘
かんじゅ

受し続けなければならない理
由はどこにもない！――と。

南米・コロンビアで開催された、東京富士美術館所蔵の「日本美術の名
宝」展。相次ぐテロ事件で緊迫する中、同国を訪問した池田SGI 会長は、
東京富士美術館の創立者として開幕式に出席した（1993 年 2月、ボゴ
タ市の国立博物館で）

■  ■　エスキベル博士と共同で出した声明
　昨年６月、世界の青年に向けて発表した、人権活
動家のアドルフォ・ペレス＝エスキベル博士との共同
声明でテーマに掲

かか

げたのも、「もう一つの世界は可能
である」との信念であり、私たちはこう訴えました。
　「幾

いく

百万、幾千万もの人々が、戦争や武力衝
しょうとつ

突の
暴力、飢

う

えの暴力、社会的暴力、構造的な暴力によっ
て、生命と尊厳を脅

おびや

かされている。困
こんきゅう

窮している人々
に連帯し、その窮

きゅうじょう

状を打開するために、我々は両手
だけでなく、考え方と心を大きく広げなければならな
い」

人権活動家のエスキベル博士と池田SGI 会長による共同声明の発表を記
念して行われた「青年の集い」。イタリアのNGOなどに所属する約
1000人の若者が参加した（2018年 6月、ローマ市内で）

てわれわれは、限界状況の前に眼を閉
と

ざすことによっ
てのみ、それらを回

かい

避
ひ

することができる」が、それは
自身の内なる可能性を閉ざすことになると指摘しまし
た。
　私が重要だと感じたのは、ヤスパースが、限界状
況といっても一人一人の人間にとって個別具体的なも
のであるからこそ、そこに打開の糸口を見いだせると
洞察していた点です。
　つまり、人間はそれぞれ、生まれや環境といった異

こと

なる人生を背
せ お

負っており、その制約によって生きる条
件が狭

せば

められるものの、限界状況を自覚して正面から
向き合うことを決断すると、他の誰

だれ

かとは代
だいたい

替できな
い個別の境

きょうぐう

遇という「狭
せま

さ」を、本来の自分に生き
ゆく生

せい

の「深さ」へと転
てんかん

換することができる、と。
　その上でヤスパースは、「このような限界状況にあっ
ては、客観的な解決などというものは永

えいきゅう

久にあるわけ
でなく、あるものは、その都

つ ど

度の解決だけである」と
訴え、だからこそ自分自身でなければ起こすことので
きない一回一回の行動の重みが増してくると強調した
のです。

■  ■　共存の道を開く
　このヤスパースの呼び掛けは、冷戦時代から平和
と共存の道を開くために行動してきた私自身の思いと
も重なるものです。
　冷戦対立が激

げき

化
か

した１９７４年に、中国とソ連を初
訪問した私に浴

あ

びせかけられたのは、「宗教者が、何
のために宗教否定の国へ行くのか」との批

ひ

判
はん
でした。

　しかし私の思いは、平和を強く願う宗教者だからこ
そ、中日友好協会やモスクワ大学から受けた中国や
ソ連への招

しょうへい

聘という機
き

縁
えん

を無にすることなく、何として
も友好交流の基

き

盤
ばん

を築きたいとの一点にありました。
　“このようにすれば必ず成功する”といった万

ばんのう

能な
解決策など、どこにもなかった。まさに、それぞれが「一
回限りの状況」というほかない出会いと対話を誠

せいじつ

実に
重ねながら、教育交流や文化交流の機会を一つまた
一つと、手

て

探
さぐ

りで積み上げてきたのです。
　冷戦終結後も、どの国の人 も々孤

こ

立
りつ

することがあっ
てはならないと考え、アメリカとの厳

きび
しい対立関係に

あったキューバや、テロ問題に直面していたコロンビ
アなどを訪問してきました。自分は何もできることはな
いとあきらめるのではなく、“宗教者や民間人だから
こそできることは必ずあるはずだ”との信念で各国に
足を運

はこ

んできたのです。
　また、３５年以上にわたって平和と軍縮のための提
言を続け、市民社会の連帯を広げるための行動を重
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有志国によるグループを結成し
核兵器禁止条約の参加を拡大
　続いて、平和と軍

ぐんしゅく

縮を巡
めぐ

る喫
きっきん

緊の課題を解決する
ための具

ぐ

体
たいさく

策と、国連のＳ
エスディージーズ

ＤＧｓの取り組みを前進さ
せるための方

ほうさく

策について、５項目の提案を行
おこな

いたい。
　第一の提案は、核兵器禁止条約の早期発

はっこう

効と参
加国の拡大に関するものです。
　核兵器禁止条約が採

さいたく

択されて以来、これまで国
連加盟国の３分の１以上にあたる７０カ国が署

しょめい

名し、
２０カ国が批

ひじゅん

准を終えました。
　条約の発効要件である５０カ国の批准には、まだ
及
およ

んではいませんが、化学兵器や生物兵器の禁止条
約の場合と比

くら

べても、批准国の拡大は着実に進みつ
つあるといえます。
　加

くわ

えて注目すべきは、条約にまだ参加していない国
も含
ふく

めて世界の８割近くの国々が、条約の禁止事
じ

項
こう

に沿
そ

った安全保障政策を実
じっ

施
し

しているという事実です。

2017 年 7月、ニューヨークの国連本部で、122カ国の賛成を得て採択
された核兵器禁止条約。同年 3月から始まった交渉会議では政府間での
議論に加えて、市民社会による発表の場が設けられ、SGIの代表も意見
表明を行った

　Ｉ
アイ キ ャ ン

ＣＡＮの国際運営団体の一つである「ノルウェー・
ピープルズエイド」によると、核兵器の開発・実
験・生産・製造・取

しゅとく

得・保有・貯
ちょぞう

蔵から、移
いじょう

譲と
受
じゅりょう

領、使用とその威
い

嚇
かく

、違
い

反
はん

行
こう

為
い

を援
えんじょ

助することや
援助を受けること、配

はい

備
び

とその許可について、すでに
１５５カ国が禁止状態にあるといいます。
　つまり、世界の圧倒的多数の国が「核兵器に依存
しない安全保障」の道を歩むことで、すでに核兵器
禁止条約の中核的な規

き

範
はん

を受け入れている状況がみ
られるのです。この基

き

盤
ばん

の上に、条約の発効と参加
国の拡大を通じて、核兵器禁止に関する規範の普

ふ

遍
へん

化
か

を図
はか

ることが待たれます。

　共同声明で言
げんきゅう

及したように、そのモデルとなる挑
ちょうせん

戦
こそ、若い世代の情熱と豊かな発想力によって核兵
器禁止条約の採

さいたく

択を後
あと

押
お

しし、ノーベル平和賞を受
賞したＩ

アイ キ ャ ン

ＣＡＮ（核兵器廃
はいぜつ

絶国際キャンペーン）の取
り組みでした。
　ＩＣＡＮの発

ほっそく

足以来、国際パートナーとして共に行
動してきたＳＧＩでも、中

ちゅうかく

核を担
にな

ってきたのは青年部
のメンバーです。
　ＳＧＩでは２００７年から「核兵器廃絶への民衆行
動の１０年」の活動を立ち上げ、日本の青年部を中心
に核兵器廃絶を求める５１２万人の署

しょめい

名を集めました。
　イタリアでも、青年部を中心に「センツァトミカ（核
兵器はいらない）」キャンペーンに協力し、同国の７０
都市以上で意識啓

けいはつ

発のための展示を開催してきまし
た。またアメリカでは学生部が、２０３０年までに核兵
器廃絶を目指す「私たちの新たな明るい未来」と題す
る対話運動を、全米各地の大学などを舞

ぶ

台
たい

に活発に
行ってきました。
　これらの活動の一部は、国連に昨年提出した報告
書でも紹

しょうかい

介したところです。
　安全保障理事会が２０１５年に採択した「２２５０
決議」では、青年が平和構築と安全保障に貢

こうけん

献して
いる事例を調査し、安保理と加盟国に報告するよう定

さだ

めており、私どもの青年部の活動は、その「２２５０決議」
に関する進

しんちょく

捗研究でも言及されています。
　青年部がまとめた報告書では、ＳＧＩの「核兵器廃
絶への民衆行動の１０年」の取り組みを総

そうかつ

括して、次
のように記

しる

しています。
　「青年たちが運動に加わることで、核兵器の問題を
意識していない人々にも裾

すそ

野
の

が広がり、すでに運動に
参加している人々に更

さら

なる活
かつりょく

力を与
あた

える波
はきゅう

及効果があ
る」
　人 の々心に時代変革の思いを呼び起こし、共に強め
合う――私は、その「共鳴力」の発

はっ

揮
き

に、青年の真
しん

骨
こっちょう

頂があると訴えたい。
　核兵器禁止条約の早期発効はもとより、その発効
の先にある大きな課題、すなわち、核保有国や核依
存国の参加を促し、核兵器の廃

はい

棄
き

を前に進めるには、
世界的な関心と支持を喚

かん

起
き

し、維持し続けることが欠
か

かせず、青年たちによる力強い関与がその生命線とな
るのではないでしょうか。
　以上、私は軍縮を進めるための三つの足場をそれぞ
れ提起してきましたが、この青年たちが発揮する「共
鳴力」こそ、他の二つの足場をも堅

けん

固
ご

に鍛
きた

え上
あ

げていく、
すべての足場の要

かなめ

となるものであると強調したいのです。
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きではないでしょうか。
　そして、そのグループの活動に日本が加わり、貢献
していくことを強く呼び掛けたい。
　私は、唯

ゆいいつ

一の戦争被
ひ

爆
ばくこく

国である日本が、核兵器禁
止条約を支持し、批准を目指すべきであると訴え続け
てきました。
　ＣＴＢＴフレンズの中核を担

にな

ってきた日本が、まずは
「核兵器禁止条約フレンズ」の結成に協力した上で、
自国の条約参加に向けた課題の克

こくふく

服に努
つと

めるととも
に、他の核依存国にも対話への参加を働きかけるこ
とを提案したいのです。
　核兵器禁止条約では、発効から１年以内に最初の
締
ていやく

約国会合を開催することが定められていますが、私
はこの会合に先立つ形で、「核兵器禁止条約フレンズ」
を結成するのが望

のぞ

ましいと考えます。
　締約国会合を開催する前の段階から、すべての国
に開かれた対話の場を設

もう

けておくことが、条約を巡る
意見の違いの溝を埋

う

めていく上で大きな意味を持つと
思うからです。
　核保有国と非保有国との“橋

はしわた

渡し役
やく

”を目指してき
た日本は、その対話の場の確

かく

保
ほ

に尽
じんりょく

力すべきではな
いでしょうか。

■  ■　ＩＣＡＮによる新しい取り組み
　核兵器禁止条約の交

こうしょう

渉が進む最
さ

中
なか

に日本が立ち
上げを表明し、これまで会合を重

かさ

ねてきた「核軍縮
の実質的な進

しんてん

展のための賢
けんじん

人会議」の提言では、核
保有国、核依存国、非保有国の識者による議論を
踏
ふ

まえ、次のような共通認識が示
しめ

されていました。
　「核軍縮をめぐる停

ていたい

滞はとても擁
よう

護
ご

できるものでは
ない」「国際社会は、立場の違いを狭

せば

め、また究極
的には無

な

くすため、直
ただ

ちに行動しなければならない。
すべての関係者は、たとえ異

こと

なる見方を持っていたと
しても、核の危険を減

へ

らすために協
きょうどう

働することができ
る」と。
　日本がこの共通認識を土

ど

台
だい

に、核兵器禁止条約
の第１回締約国会合のホスト国になることを表明した
オーストリアなどの国々に協力し、「核兵器禁止条約
フレンズ」の活動を後

あと

押
お

しすることを呼び掛けたい。
　このグループが、核兵器禁止条約の採択に尽力し
た赤十字国際委員会やＩＣＡＮ、平和首

しゅちょう

長会議をは
じめとする諸団体と連

れんけい

携しながら、核保有国と非保有
国との対話の機会を積極的に設けることが望ましいの
ではないでしょうか。
　市民社会の間

あいだ

でも、核兵器禁止条約の基盤を強
化するための新しい取り組みがスタートしています。

　その一方で、核兵器禁止条約の採択によって、核
問題に関する国際的な枠

わく

組
ぐ

みを提供してきたＮＰＴの
協力体制に、深い溝

みぞ

が生
しょう

じかねないとの声も聞かれ
ます。
　しかし実際には、二つの条約が目指すゴールは同
じであって、核兵器禁止条約はＮＰＴを決して損

そこ

ねる
ものではなく、むしろ、ＮＰＴ第６条が定

さだ

める「核軍
縮交渉の誠

せいじつ

実な履
り

行
こう

」の義務に新
あら

たな息
い

吹
ぶき

を注
そそ

ぎ込
こ

む意義を有
ゆう

している点に、目を向けるべきではないで
しょうか。

日本は批
ひじゅん
准に向けた努力と

対話の場を確保する貢献を
■  ■　唯一の戦争被爆国が果たすべき使命
　そこで私は、核兵器禁止条約の採択に至

いた

るプロセ
スの中で積み上げられてきた議論を、今後も深化させ
ながら、各国の条約参加の機

き

運
うん

を高めていくための
有
ゆう

志
し

国
こく

のグループを結成することを提案したい。
　具体的には、包

ほうかつ

括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）
の発効促

そくしん

進のために活動してきた「ＣＴＢＴフレンズ」
と呼ばれるグループにならう形で、「核兵器禁止条約
フレンズ」を結成してはどうでしょうか。
　ＣＴＢＴフレンズは、日本とオーストラリアとオランダ
が２００２年に発

ほっそく

足させたもので、２年ごとに外
がいしょう

相会
合を開催し、昨年の第９回会合には約７０カ国が参
加しました。
　特

とくひつ

筆すべきは、これまで外相会合に参加した国が
核保有国と核依存国と非保有国のすべてにわたって
おり、署名・批准の有

う む

無に関係なく多くの国が討議
に加わってきた点です。
　この討議が重ねられる中、外相会合への参加後に
条約の批准を果

は

たした国もみられます。また、批准後
に外相会合に参加して、他の発効要件国に対し、条
約への参加を呼

よ

び掛
か

ける国も現
あらわ

れています。
　このほか、未批准国のアメリカからケリー国務長官
（当時）やペリー元国防長官が、外相会合に参加し
たこともありました。
　その際、ペリー氏から、１９７０年代に“ソ連がＩ
ＣＢＭ（大

たいりくかんだんどうだん

陸間弾道弾）を発
はっしゃ

射した”との誤情報に
惑
まど

わされた時の体験が語られるなど、核兵器を巡る
教訓が共有される場ともなってきたのです。
　こうした経験を生

い

かす形で、核兵器禁止条約にお
いても同様のグループを結成し、条約に対する立場
の違
ちが

いを超
こ

えて、対話を継続的に行う場にしていくべ
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NPT再検討会議を機に
高度警戒態勢の解除を
■  ■　第６条の誓約が盛り込まれた経緯
　次に第二の提案として、核軍縮の大

おおはば

幅な前進を図
るための方策について述べたい。
　核兵器禁止条約に先

さき

駆
が

ける形で制定され、全面的
な核軍縮の交渉義務を定めたＮＰＴが発効してから、
来年で５０周年を迎

むか

えます。
　今や１９１カ国が参加し、軍縮に関する国際法の
中で最も普遍的といわれるＮＰＴですが、歴史を振

ふ

り
返
かえ

れば、条約の交渉が始まった時には、非保有国の
条約への参加は、ごくわずかなものに終わってしまう
恐
おそ

れがありました。
　１９６２年のキューバ危機で核戦争の恐

きょうふ

怖を痛
つうかん

感し
た米ソ両国は、当時、５カ国に広がった核拡散に歯

は

止
ど

めをかけるため、ＮＰＴの草
そうあん

案を提出したものの、
核軍縮に関する規定が入っていなかったからです。
　その後、交渉の過

か

程
てい

で、非保有国の主張を踏まえ
る形で、核保有国が完全な核軍縮に向けて誠実に交
渉するという第６条の誓

せいやく

約が盛
も

り込
こ

まれることになりま
した。つまり、核拡散への強い危機感を抱

いだ

いていた
核保有国に対し、非保有国が核軍縮の誓約を信頼し
て歩
あゆ

み寄
よ

る中で、ＮＰＴの体制をスタートさせることが
できたのです。
　以来、半世紀が経

た

ち、冷戦時代のピーク時に比
くら

べ
て核兵器の数は減少してきたとはいえ、いまだ世界に
は１万４４６５発の核兵器が存在するといわれます。
　しかも、これまで核軍縮の条約が結ばれてきたのは
アメリカとロシアの２国間のみで、多国間の枠組みを
通じて廃棄された核兵器は一つもないのが現状です。
　また、保有数ではなく性能の面からいえば、核兵
器の近代化が進み、むしろ軍拡傾

けいこう

向が強まっている
と言わざるを得

え

ません。
　この点、「平和不

ふ

在
ざい

」の病
びょうり

理の問題を考
こうさつ

察してい
た物理学者のヴァイツゼッカー博士が、ＮＰＴの交渉
が本格化する直前（６７年７月）に、未来を見

み す

据え
た懸

け

念
ねん

を述べていたことが思い起こされます。
　「この種

しゅ

のあらゆる協定は、まだなんらかの不十分
さを持っています。それらは、うまくいくばあいには、
新たな危

き

険
けんげん

源の発生を妨
さまた

げ、共同作業の訓練として
有効です。しかしそれらは、現存の軍

ぐん

備
び

を撤
てっぱい

廃しない
で、個別に見るばあい、その中に横たわっているすべ
ての未解決の問題とともに、 現

スタトウス・クヴオ

状を固定してしまい
ます」（前掲『心の病としての平和不在』）

　昨年１１月から始まった「ＩＣＡＮシティーズ・アピー
ル」の活動です。
　すでに核保有国の間ではアメリカとイギリスの都市
が、また核依存国の間ではカナダ、オーストラリア、
スペインの都市が「ＩＣＡＮシティーズ・アピール」
に参加しています。
　ＩＣＡＮはこの活動で、核兵器禁止条約を支持す
る各国の自治体の連帯を広げることを目指す一方、
市民の一人一人が主

しゅたい

体となった行動を呼び掛けてい
ます。ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービ
ス）を活用して、「＃ＩＣＡＮＳａｖｅ」というハッシュ
タグを合

あいこと

言葉
ば

にしながら、“私たちの都市や町の住民
は核兵器の脅威がない世界に住む権利を持つ ”との
思いを込めたメッセージを発信する取り組みです。
　また、世界１６３カ国の７７０１都市が加盟する平
和首長会議でも、すべての国に核兵器禁止条約の早
期締結を呼び掛ける活動が行われています。　
　私は昨年の提言で、条約を支持する自治体の所在
地を示す世界地図を作成することを提案しながら、こ
う訴えました。
　「“私たち世界の民衆は、非

ひ

道
どう

な核攻撃の応
おうしゅう

酬が
引き起こされかねない状況を黙

だま

って甘
かんじゅ

受することはで
きない”とのグローバルな民意の重さを明確な形で示
すことで、世界全体を非

ひ

核
かく

の方向に向けていく挑
ちょうせん

戦
を進めたい」
　ＳＧＩでは、核兵器禁止条約の制定を目指して
２０１７年まで進めた「核兵器廃絶への民衆行動の
１０年」に続いて、昨年から「民衆行動の１０年」
の第２期の活動を開始しました。
　その主

しゅがん

眼は、核兵器禁止条約への支持を広げて
「核兵器のない世界」への軌

き

道
どう

を確かなものにする
ことにあり、今後も他の団体と協力しながら、条約に
対するグローバルな支持の拡大を力強く後押ししてい
きたいと思います。

核兵器禁止条約の早期発効と普遍化の促進を巡って、ICANが主催した
市民集会。ICANの発足まもない頃から行動を共にしてきたSGIも、宗
教者による取り組みを紹介した（2018年 4月、スイス・ジュネーブで）
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　また、２０１０年の再検討会議で共通認識として示
された、「核兵器の使用がもたらす壊

かいめつ

滅的な人道上
の結果への深い懸

け

念
ねん

」に目を向けることを訴えていた
のです。
　フィンランドとスウェーデンのほか、北大西洋条約
機
き

構
こう

（ＮＡＴＯ）に属
ぞく

するデンマーク、ノルウェー、
アイスランドという核依存国が加わった声明で、こうし
た呼

よ

び掛
か

けがされた意味は大きいと思います。
　このＮＡＴＯの加盟国が集まり、昨年１０月に開催
された大量破壊兵器の軍縮に関する年次会合で、国
連の中

なかみつ

満泉・軍縮担当上級代表が一つの提案をしま
した。
　来年のＮＰＴ再検討会議の冒

ぼうとう

頭に、閣
かくりょう

僚会合を
行
おこな

って政治宣言の採
さいたく

択を目指すことを、可能性のあ
る選
せんたく

択肢
し

として考
こうりょ

慮に入れてもよいのではないかとの
提案です。
　この提案に、私も全面的に賛同します。
　閣僚会合での宣言を通し、“ＮＰＴの何が各国を
結び付けているのか”を改

あらた

めて明確に示
しめ

すことが大切
だと思うからです。
　ＮＰＴの前文には、核戦争の危険を回

かい

避
ひ

するため
にあらゆる努力を払

はら

うことと、「核兵器の製造を停止
し、貯

ちょぞう

蔵されたすべての核兵器を廃
はい

棄
き

し、並
なら

びに諸
国の軍

ぐん

備
び

から核兵器及
およ

びその運
うんぱん

搬手段を除
じょきょ

去する」
ために各国間の信頼を強化する重要性が記

しる

されてい
ます。
　閣僚会合で、この前文の精神と、「核兵器の使用
がもたらす壊滅的な人道上の結果への深い懸念」を
再確認した上で、発効５０周年を踏まえた宣言として、
核軍縮を本格的に前に進める誓

ちか

いを表明すべきでは
ないでしょうか。

■  ■　核抑止がもたらす本質的な危うさ
　その上で私は、核軍縮への方向転

てんかん

換を明確に示す
ものとして、来年に行われるＮＰＴ再検討会議の最終
文書において、「核兵器の役割低

ていげん

減」の具体的措
そ ち

置
を討議する国連公開作業部会の設置勧

かんこく

告を盛
も

り込
こ

む
ことを呼び掛けたい。
　広島と長崎への原

げんばく

爆投下以
い

降
こう

、７３年にわたって
「核兵器の不使用」という状況が続いてきたことに加
え、近年は核保有国やＮＡＴＯの間

あいだ

でも、核兵器の
軍事的有用性が低下してきたことを認めるようになっ
てきました。
　冷戦終結前から叫

さけ

ばれてきたように“核戦争に勝
者はない”ことは明白であり、軍事的有用性の低下

　確かに、キューバ危機の後にケネディ大統領が恐
れていた、核保有国が２５カ国にまで増えるといった
最悪の事

じ

態
たい

は、ＮＰＴの存在によって防
ふせ

ぐことができ
たといえましょう。
　しかし核軍縮の面から総

そうかつ

括してみれば、ヴァイツゼッ
カー博士が懸念していた通り、未解決の問題を抱

かか

え
たままで現状を固定する傾

けいこう

向があったことは否
いな

めない
のではないでしょうか。
　冷戦終結後の９５年にＮＰＴの無期限延

えんちょう

長が決
まった際、その鍵

かぎ

を握
にぎ

ったのも、第６条の誓約だった
ことを想

そう

起
き

する必要があります。
　この時の文書には、「ＮＰＴに規定される核軍

ぐんしゅく

縮に
関する約束は、断

だん

固
こ

として履
り

行
こう

されるべきである」と
明記されており、無条件での延長を意味するものでは
なかったのです。
　そうであればこそ、その後の２０００年から１５年ま
での４回にわたる再検討会議でも、第６条の履行を
求める声が各国から繰

く

り返
かえ

し訴
うった

えられてきたのだとい
えましょう。
　発

はっこう

効５０周年の意義を持つ来年の再検討会議で
は、長年の停

ていたい

滞を破
やぶ

るためにＮＰＴ制定の原点に立
ち返り、第６条の誓

せいやく

約に焦
しょうてん

点を当てた討
とう

議
ぎ

を行
おこな

うこと
が求められます。
　その意味で私が着

ちゃくもく

目したのは、昨年の準備委員会
で北
ほくおう

欧５カ国が出した声明です。

2018 年 4月から5月まで、ジュネーブの国連欧州本部で行われたNPT
再検討会議の準備委員会。会期中、SGIの代表が「核兵器を憂慮する
宗教コミュニティー」の共同声明を発表するとともに、SGIの声明を準備
委員会に提出した

　そこでは、ＩＮＦ全
ぜんぱい

廃条約を巡
めぐ

るアメリカとロシアの
対立を念

ねんとう

頭に置きつつ、「我
われわれ

々は力
ちから

を合わせてＮＰＴ
の妥当性を維

い じ

持・強化し、その弱体化につながるい
かなる措

そ ち

置も慎
つつし

まねばならない」と述べ、“何が各国
を結び付けているのか ”に焦点を当てる必要があると
の主張がなされました。
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　国連総会で先月採択された「高度警戒態勢」の
解除を求める決議には、１７５カ国が賛成しています。
　その幅

はばひろ

広い支持を基
き

盤
ばん

に、「高度警戒態勢」の解
除に踏み出すことは、核保有国にとっても意義は大き
いと思うのです。

ゴルバチョフ氏（当時、ソ連大統領）との初の出会いは、冷戦終結の翌
年の1990 年 7月（モスクワのクレムリンで）。以来、10回にわたって
会見を重ね、対談集『20世紀の精神の教訓』では、核兵器の問題も語
り合われた

核兵器の削減方針を定める
第4回軍縮特別総会を開催
■  ■　熱意と歩み寄りが合意形成に不可欠
　こうしたリスクの低減は「水平的軍縮」と呼ばれる
ものですが、それに加えて、核兵器の保有数を実際
に削減していく「垂

すいちょく

直的軍縮」を進めることが、ＮＰ
Ｔ第６条の義務に照

て

らして不
ふ か

可欠
けつ

の取り組みとなって
きます。
　そこで私は、来年のＮＰＴ再検討会議を受ける形
で、国連の第４回軍縮特別総会を２０２１年に開催
することを提案したい。
　第４回軍縮特別総会で、多国間の核軍縮交渉の
義務を再確認し、核兵器の大幅な削減と核兵器の近
代化の凍

とうけつ

結を含
ふく

めた基本方針について定
さだ

めた上で、
２０２５年のＮＰＴ再検討会議に向けて多国間の核軍
縮交渉を開始していくことを、呼び掛けたいのです。
　もちろん、軍縮の合意は決して容

よう

易
い

なものではない
でしょう。第１回軍縮特別総会が１９７８年に行われ
た時も、多くの国が核軍縮を求める中、交渉の難

なんこう

航
が続きました。
　合意案を起

き

草
そう

しても各国から意見が相次ぎ、異
い

論
ろん

のある箇
か

所
しょ

が多くの“括
かっ こ

弧”で囲
かこ

まれる状況で、それ
を解消できない限り、コンセンサスづくりは暗

あんしょう

礁に乗
り上げ、決議が見送られる恐れがあったのです。
　そこで急

きゅうきょ

遽、交渉の総責任者に指名されたメキシ

への認識も広がる中で、核兵器に安全保障を依存し
続けなければならない理由は、どこにあるのでしょうか。
　かつてヴァイツゼッカー博士が、「原爆を決して使
う必要がないように願いながら、威

い

嚇
かく

のために所有す
ること」は「絶

ぜっぺき

壁の上でダンスをするようなもの」（前掲『心
の病としての平和不在』）と警

けいこく

告していましたが、今もその状
態は続いています。
　他国に強い敵意を抱

いだ

いていなくても、核兵器を即
そく

時
じ

に発
はっしゃ

射できる態
たいせい

勢を維持する限り、偶
ぐうはつ

発的な事故
に対する懸念は消えることはなく、その不安定さを常

つね

に強
し

いるところに、核抑
よく

止
し

の本質的な危
あや

うさがあると
思えてなりません。
　私は前半で、法華経の「三車火

か

宅
たく

の譬
たと

え」に
言
げんきゅう

及しましたが、各国の安全保障政策から“核抑止
の本質的な危うさ”という炎

ほのお

を消していく道を、今こ
そ共に選び取るべき時を迎

むか

えているのではないでしょ
うか。
　すべての核保有国が、まずは「安全保障における
核兵器の役割低減」に取り組むことが重要になると
訴えたいのです。
　この役割低減において、最も緊急性が高い一方で、
準備にさほど時間を要

よう

しないのが「高度警
けいかい

戒態勢」
の解
かいじょ

除です。
　核兵器を常に発射できる状態に置く「高度警戒態
勢」の解除は、先例がないわけではありません。冷
戦を共に終結させたアメリカのブッシュ大統領とソ連
のゴルバチョフ大統領が、１９９１年に相

あい

次
つ

いで行
おこな

っ
たことがあるからです。
　ブッシュ大統領は、すべての爆

ばくげき

撃機
き

と４５０基
き

の
大
たいりくかんだんどうだん

陸間弾道弾（ミニットマンⅡ）、また原子力潜
せんすいかん

水艦
１０隻

せき

の搭
とうさい

載ミサイルの警戒態勢解除を指示しました。
　これに続いてゴルバチョフ大統領も、５００基の地
上発射ミサイルと、６隻の原子力潜水艦を実戦配

はい

備
び

から外
はず

しました。
　こうした一連の措置を準備するのにかかったのは、
わずか数日にすぎなかったといいます。
　その先例が物語っているように、核保有国の政治
的決断さえあれば、取り組みを開始できるのが「高
度警戒態勢」の解除であり、これを段階的に進める
ための討議を、核依存国や非保有国を交

まじ

えた国連公
開作業部会で行うべきではないでしょうか。
　冷戦時代とは異

こと

なり、他国からの核攻撃という事
態の現

げんじつ

実味
み

が薄
うす

れてきた今
こんにち

日において、多くの国の間
で最も憂

ゆうりょ

慮されているのは、偶発的な原因や人
じん

為
い

的
なエラーによる核爆発の事故に他

ほか

なりません。
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実戦配備には至
いた

っていません。
　しかし、戦

せんとうこう

闘行為
い

を自動化する兵器を導
どうにゅう

入する国
がひとたび現

あらわ

れれば、核兵器の誕生にも匹
ひってき

敵するよう
な世界の安全保障環境を一

いっぺん

変させる事態になりかね
ないとの懸念が、国際社会の間で広がっています。
　人間が戦闘に直接介

かい

さないことで軍事行動への垣
かき

根
ね

が格
かくだん

段に低くなり、国際人道法の精神が著
いちじる

しく損
そこ

なわれる恐
おそ

れもあるからです。
　加えて、国連の「軍縮アジェンダ」の中で指摘さ
れていた、ＬＡＷＳ特有の問題に目を向ける必要があ
ります。
　第２次世界大戦時に無人の攻撃機として使用された
「Ｖ
ブイワン

１ロケット」から、今も埋
まいせつ

設されたままの地域が
残る「対人地

じ

雷
らい

」まで、人間の操
そう

作
さ

を必要としない
多くの兵器が開発され、使用されてきたものの、ＬＡ
ＷＳにはそれらの兵器とはまったく異

こと

なる危険性があ
るとして、次の問題が指摘されていたのです。
　それは、ＡＩに操作を依存するがゆえに、「予期し
ない行動や説明できない行動を起こす可能性」を常
に抱
かか

えているという点です。
　私も以前、平和学者のケビン・クレメンツ博士との
対談で、Ｌ

ロ ー ズ

ＡＷＳの規
き

制
せい

を巡
めぐ

る非公式の専門家会合
が２０１４年に国連で初開催されたことを受け、ＬＡ
ＷＳの危険性について語り合ったことがあります（『平和
の世紀へ　民衆の挑戦』潮出版社）。
　その際、私は、良

りょうしん

心の呵
かしゃく

責も逡
しゅんじゅん

巡も生じることなく
自動的に攻撃を続けるロボット兵器には、人

じんどう

道的観
点からも極

きわ

めて重大な問題があることを訴
うった

えました。
　その上で、惨

さん

事
じ

が引き起こされる前に、あらかじめ
全面規制を図

はか

ることが急
きゅうむ

務であり、開発と配
はい

備
び

を禁
止する枠

わく

組
ぐ
みづくりを早

さっきゅう

急に進めるべきであると呼
よ

び
掛
か

けたのです。
　クレメンツ博士も、ＮＧＯが進める「ストップ・キラー
ロボット」＝注４＝のキャンペーンに触

ふ

れて、こう述べ
ていました。
　「こうした市民社会による運動や国連事務局、そし
て各国の外交関係者などの広

こうはん

範なアクター（行動主
しゅ

体
たい

）が積極的に連
れんけい

携を強めていくことが、この問題
解決の大きなカギとなります」と。

注4　ストップ・キラーロボット
　キラーロボット（殺傷ロボット）などの「自律型致死兵器システ
ム（ＬＡＷＳ）」の開発と使用の禁止を求め、２０１３年４月に発
足した市民社会の国際的なネットワーク。人権ＮＧＯのヒューマン・
ライツ・ウォッチが調整役を務め、アムネスティ・インターナショ
ナルやパグウォッシュ会議などの多くのＮＧＯが活動に参加。ＳＧ
Ｉもメンバーとして名を連ねている。

コのアルフォンソ・ガルシア・ロブレス元外相は、各
国の代表に次のように呼び掛けました。
　「昨日、新たな括弧が安

あん

易
い

に加えられたが、このよ
うなことはしないと紳

しん

士
し

協定をしてほしい。まるで、機
はた

織
お

りをするペネロペが織物を途
とちゅう

中でほどいては織り直
すギリシャ神話のようではないか」（木下郁夫『賢者ガルシ
アロブレス伝』社会評論社）と。
　後にノーベル平和賞を受賞したガルシア・ロブレス
元外相のこうした尽

じんりょく

力が実
みの

り、最終的にはすべての
“括弧 ”が解消された形で、最終文書が全会一

いっ

致
ち

で
採択されたのでした。
　この最終文書は現在でも軍縮問題を討議する際の
基
き そ

礎になっていますが、第４回軍縮特別総会でも各
国が熱意と歩

あゆ

み寄
よ

りをもって、核兵器をはじめとする
多くの兵器の軍縮に関する合意を導

みちび

くべきであると、
私は呼び掛けたいのです。
　また、第４回軍縮特別総会を行う際には、市民社
会の代表による発言の場を十分に確

かく

保
ほ

することを求め
たいと思います。
　国連総会で市民社会の代表の発言が初めて実現し
たのも、第１回軍縮特別総会でした。２５に及ぶＮＧ
Ｏと六つの研究機関の代表が、議場で発言したのです。
　私自身、第１回軍縮特別総会に寄せて提言を発表
したほか、第２回軍縮特別総会（８２年）と第３回
軍縮特別総会（８８年）の時にも提言を行いました。
　またＳＧＩとして、第２回軍縮特別総会の際に“核
の脅威展 ”を国連本部で開催しました。
　広島と長崎での原爆被害の実

じったい

態などを紹
しょうかい

介した展
示は反

はんきょう

響を呼び、この特別総会での「世界軍縮キャ
ンペーン」の採択を後押しするものともなりました。
　以来、ＳＧＩでは、軍縮教育の推

すいしん

進にも力
ちから

を入れて
きましたが、第４回軍縮特別総会が行われる際にも、
軍縮教育に関するシンポジウムなどを開催して、「核
兵器のない世界」の建設を前に進めるために、市民
社会からの発信に努

つと

めていきたいと思います。

非人道的で深刻な事態を招く
AI 兵器を条約で禁止
■  ■　安全保障環境を一変させる危険性
　第三の提案は、ＡＩ兵器やロボット兵器と呼ばれる
「自律型致

ち し

死兵器システム（Ｌ
ロ ー ズ

ＡＷＳ）」を全面禁止
する条約の制定です。
　ＬＡＷＳはいくつかの国で開発されている段

だんかい

階で、
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　物理学者のヴァイツゼッカー博士の弟
おとうとぎみ

君でもある
大統領とお会いしたのは、ドイツの統一から８カ月後
（１９９１年６月）のことでした。
　その際、戦時中に日本とドイツが経験した「閉

と

じた
社会」の危険性について語り合いましたが、大統領
は回
かいそうろく

想録で次のような体験を紹介していました（『ヴァイ
ツゼッカー回想録』永井清彦訳、岩波書店を引用・参照）。
　――大統領は、西ドイツの議員を務めていた時期
（７３年）にソ連を初訪問し、レニングラード（現サ
ンクトペテルブルク）にある墓

ぼ ち

地に足を運
はこ

んだ。
　そこは、第２次世界大戦中にドイツ軍による包

ほう

囲
い

戦
せん

で亡
な

くなった大
おおぜい

勢の人々が眠
ねむ

る場所だった。
　その夜、会食会に出席した大統領は、あいさつに
立った時、ソ連の人々の前で告

こくはく

白を始めた。
　実は自分も、あの時の包囲戦に参加していたドイツ
兵の一人であった、と。
　思いもよらない言葉に、場内が沈

ちんもく

黙に包
つつ

まれる中、
大統領は言葉を続けた。
　「われわれはすべての前線、とりわけレニングラード
市内における苦しみを充

じゅうぶん

分承知していました。われわ
れ自身が体験したことを、子孫が決して繰

く

り返
かえ

しては
なりません。われわれはそのために応

おうぶん

分の責任を果
は

た
すべく、今ここにいるのです」
　その率

そっちょく

直な言葉に触
ふ

れ、最初は沈黙していたソ連
の人 も々次

し

第
だい

に心を開き、温
あたた

かささえ感じる雰
ふん

囲
い き

気に
変わっていった――と。
　翻
ひるがえ

って今後、紛
ふんそう

争地域でＬＡＷＳが実際に使用さ
れた場合に、かつての敵同士のこうした対

たいめん

面は果たし
て成立するでしょうか。
　自身が関

かか

わった行為に対する“深い悔
かいこん

恨”と、戦
争に対する“やりきれない思い”、そして、次の世代
のために平和な関係を築き直したいと切

せつじつ

実に願う“一
人の人間としての決意 ”が入る余

よ ち

地は、そこにあるで
しょうか。
　私も、大統領がソ連を初訪問した翌年（７４年９月）
に、そのレニングラードの墓地を訪れて献

けん

花
か

し、平和
の誓
ちか

いを込
こ

めた祈りを捧
ささ

げたことがあります。
　ソ連滞

たいざい

在の最終日にコスイギン首相とお会いし、墓
地に献花したことを伝えた時、首相は当時の包囲戦
の苦しみを思い返すかのように、「あの時、私もレニ
ングラードにいました」との言葉を発

はっ

したきり、しばし
沈黙されました。
　しかしその瞬

しゅんかん

間から、コスイギン首相との胸
きょうきん

襟を開
いた対話が大きく進んだのです。世界が直面する課

■  ■　国連に提出したＳＧＩの声明
　昨年４月に行

おこな

われた政府専門家会合では、「兵器
の使用に人間の判断が介

かいざい

在すること」の必要性を大
多数の国が認めたほか、２６カ国がＬＡＷＳの全面禁
止を求めました。
　私は、国連の「軍

ぐんしゅく

縮アジェンダ」における警
けいこく

告と、
政府専門家会合で示

しめ

された各国の懸
け

念
ねん

を基
き

盤
ばん

に、「Ｌ
ＡＷＳ禁止条約」の交渉会議を早期に立ち上げるこ
とを強く求めたい。
　日本も昨年２月に、人間が関与しない完全自律型
の兵器の開発を行う意

い し

思はないとの方針を示していま
す。また欧州議会が、国際規制の枠組みづくりの交
渉を早急に開始することを呼び掛ける決議を９月に採

さい

択
たく

しました。
　市民社会の間

あいだ

でも、「ストップ・キラーロボット」の
活動に参加するＮＧＯが、５１カ国の８９団体にまで
広がっています。
　ＳＧＩも昨年１０月、国連総会第１委員会に代表が
出席した際、二つの声明を同委員会に提出しました。
　一つは、キリスト教、イスラム教、ヒンズー教、仏
教などの信仰を基盤にした１４の団体と個人の連名で
出した「宗教コミュニティーによる共同声明」で、核
兵器禁止条約の重要性とともに、ＬＡＷＳを禁止する
ための多

た

国
こくかん

間の議論を呼び掛けたものです。
　そしてもう一つがＳＧＩとしての独

どく

自
じ

の声明で、ＬＡ
ＷＳが深

しんこく

刻な軍事的脅
きょうい

威をもたらすだけでなく、「生
命の権利」と「人間の自律と責任と尊

そんげん

厳に関する原則」
を著
いちじる

しく脅
おびや

かす存在に他
ほか

ならないことを警告したもの
です。
　もし、ＬＡＷＳが規制されないまま、実際に使用さ
れる事態が起きた時、紛

ふんそう

争の性格は根
こんげん

源から変わっ
てしまうに違

ちが

いありません。
　そこでは、すでにドローン兵器の場合にみられるよ
うな、攻撃をする側

がわ

と攻撃される側の人間が同じ空
間にいないという“物理的な断

だんぜつせい

絶性”に加えて、実際
の戦
せんとう

闘行為が攻撃を意
い と

図した人間と完全に切
き

り離
はな

さ
れるという“倫

りん

理
り

的な断絶性 ”が生じるからです。

■  ■　ヴァイツゼッカー大統領の戦争体験
　軍事的脅威の深刻さもさることながら、この“倫理
的な断絶性 ”が何を意味するのかを考える時、私の
胸に浮

う

かんでくるのは、統一ドイツのリヒャルト・フォン・
ヴァイツゼッカー初代大統領が自身の体験として紹介
していた話です。
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統一ドイツのヴァイツゼッカー初代大統領との語らいでは、冷戦後の世界
の課題などが焦点に。ヴァイツゼッカー大統領は、「安全」にとって「武力」
は第一義的要素ではないことを強調した（1991年 6月、ボン市内で）

国連の特別代表を任命し
水資源を守る体制を強化
■  ■　世界人口の４割が水の不足に直面
　続いて第四の提案として述べたいのは、国連の
Ｓ
エスディージーズ

ＤＧｓに関するもので、水
みず

資
し

源
げん

の保
ほ ご

護について具体
的な提案を行いたい。
　国連のＳＤＧｓでは目標の一つとして、すべての人々
が安全で安

あん

価
か

な水を飲むことができることを掲
かか

げて
います。しかし現在、２１億人が安全な水を得ること
ができずにいるほか、世界の４割の人々が水不足の
影
えいきょう

響を受けています。
　人口増加や経済成長、人々の消費行動の変化によ
り、水の需

じゅよう

要は全体的に増える一方で、アジア、アフ
リカ、中南米の河川では排

はいすい

水による水質の悪化がみ
られます。また、気候変動によって水循

じゅんかん

環に影響が
生じ、雨が多い地域でさらに雨

うりょう

量が増え、乾
かんそう

燥地
ち

は
ますます乾燥するという現象も起きています。
　こうしたグローバルな水危機を乗り越えるために、
国連では昨年３月、国際行動の１０年「持続可能な
開発のための水」（通

つうしょう

称「水の国際行動の１０年」
＝注５＝）を開始しました。

注5　水の国際行動の１０年
　水資源の持続可能な開発と統合的な管理をはじめ、国際的に合意
された水関連の目標の達成などを目指して、２０１８年から２８年
まで進められる取り組み。１９８１年から９０年までの「国際飲料
水の１０年」と、２００５年から１５年までの「『命のための水』
国際の１０年」に続く、水に関する第３次の国際１０年となってい
る。

題に取り組むには、戦争という考えをまず捨
す

てる必要
がある――その思いを率直に語られた時のコスイギン
首相の真

しん

摯
し

な表情は、今も忘れることができません。
　それだけに、ヴァイツゼッカー大統領とソ連の人々
との心の交流が、どれほど得

え

がたいものだったかを強
く感じます。
　ヴァイツゼッカー大統領はまた、戦時中の鮮

せんれつ

烈な思
い出をこう記

しる

していました（前掲『ヴァイツゼッカー回想録』）。
　「戦線の両側では、自分の命を気

き

遣
づか

い、したがって
互
たが

いにとてもよく似た心配をしている人間同士が対
たい

峙
じ

していた」
　「ある夜、長い列を組んで音もなく行進していた時
のことだが、突

とつぜん

然もう一つのきわめて静かな隊列が向
こうからやってきた。互いの姿

すがた

は見えなかったが、そ
れでもこれがロシア人だということはすぐに分かった。
双
そうほう

方の側とも冷静さを失わないことがなにより必要
だった。われわれは沈黙のまま、互いに無

む

傷
きず

でやり
過ごした。殺し合うべきだったのだろうが、むしろ抱

だ

き合
あ

いたいくらいだった」
　ＡＩが制

せいぎょ

御する兵器において、敵味方に分かれた
相手に対する複

ふくざつ

雑な思いや、「冷静さ」という言葉に
込められた人間性の重みを感じて、一時的であれ、
戦闘行為を踏みとどまることはあり得るのでしょうか。
　もちろん、ＬＡＷＳの規制においては、国際人道法
の法的な観点――すなわち、「文

ぶんみん

民保護の原則」を
はじめ、戦闘員であっても不必要な苦

く

痛
つう

を与えること
を禁じた「不必要な苦痛禁止の原則」、人道法の適
用上の問題がないかを確認する「新しい兵器の検

けんしょう

証
義務」など――に照らした論議も重要でありましょう。
　しかしその上で、ヴァイツゼッカー大統領の述

じゅっかい

懐が
浮
う

かび上
あ

がらせていたような、ＬＡＷＳに潜
ひそ

む “ 倫理
的な断絶性 ”に目を向けることを忘れてはならないと
訴えたいのです。
　このように核兵器とは別の意味で、攻撃される側の
国にとっても、攻撃する側の国にとっても取り返しの
つかない結果を招

まね

くのが、ＬＡＷＳに他なりません。
　ＬＡＷＳの禁止を求める国 と々、日本のように開発
をしない意

い し

思表明をする国々が、「ストップ・キラーロ
ボット」の活動に参加するＮＧＯと協力して、ＬＡＷＳ
の開発と使用を含めて全面禁止する条約の制定を、
早急に目指すべきではないでしょうか。
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を定期的に開催することを、併
あわ

せて呼
よ

び掛
か

けたい。
　国連と世界銀行が招

しょうしゅう

集した１１カ国の首
しゅのう

脳らによる
「水に関するハイレベル・パネル」の報告書でも、こ
うした会議を毎年もしくは隔

かくねん

年で行
おこな

うことを提唱してい
ました。国連会合の定期開催を通じて、私が前半で
論じたような「人間中心の多

た

国
こくかん

間主義」のアプロー
チを、水資源の分野において定

ていちゃく

着させることが強く望
のぞ

まれると思うのです。
　国連のグテーレス事務総長も、自

みずか

らがポルトガルの
首相を務

つと

めた時期に成立したスペインとの水管理の
条約をはじめ、インドとパキスタン、ボリビアとペルー
の事例を挙

あ

げながら、水が「紛
ふんそう

争ではなく、協力を
促
うなが

す存在」となってきたことを強調していました。
　世界には、２８６にのぼる国境を接する河

か

川
せん

と湖
こしょう

沼
流
りゅういき

域があるほか、国境をまたぐ帯
たいすいそう

水層も５９２を数え
ます。こうした中、３割近くの越

えっきょう

境河川で、流域に面
する国々が共同で水資源を管理する枠

わく

組
ぐ

みがつくられ
てきました。
　残りの越境河川でも、特別代表とＵＮウオーター
の諸機関が支援する形で同様の枠組みづくりを進め、
水の安定的な供

きょうきゅう

給と水質の保護を図
はか

るべきではない
でしょうか。

環境問題をテーマにした「希望の種子」展（2017 年 6月、ウルグアイ
のモンテビデオ市内で）。SGIは、同展を世界の300都市以上で行うなど、
国連のSDGsの普及と促進のための活動に積極的に取り組んできた

日本が豊かな経験と技術を生かし
水問題を抱える国々を支援
■  ■　中東やアフリカで水の再利用を図る
　水問題に関してもう一つ提案したいのは、淡

たんすい

水資
源が将来的に不足する懸

け

念
ねん

を踏まえ、「水の再利用」
や「海水の淡水化」などの分野で、水問題に関する
豊かな経験と技術を持つ日本などの国々が積極的に
貢
こうけん

献を果
は

たしていくことです。
　日本はこれまで水分野での国際協力として、インフ
ラの整備や人材育成など、多くの国にハードとソフト

　ニューヨークの国連本部での開幕式で、国連総
会のマフムード・サイカル副議長が述べた言葉は、
世界的な水不足の影響が不平等なものになっている
状
じょうきょう

況を浮
う

き彫
ぼ

りにしていました。
　「この建物の中では、喉

のど

が渇
かわ

いたままでいたり、口
にする水で自分が病気になるかどうかを心配する人は
誰
だれ
もいないでしょう。そんな基本的なニーズを満

み

たす
ために、誰も自分の尊厳や安全を危険にさらすことは
ない。これが私たちの現実です。しかし、世界中の
多くの人 に々とっては話が別なのです」と。
　実際、身

み

近
ぢか

な場所に安全な水を得る環境がないた
めに、６億人以上の人々が整備されていない井

い ど

戸を
はじめ、池や川、湖

みずうみ

などから水を汲
く

んで利用する生
活を送っています。
　そのため、多くの女性や子どもたちが、長時間、
重さに耐

た

えながら水を運ぶことを強
し

いられています。
　また、不衛生な水のために病気になることも少なく
なく、毎年、大勢の子どもたちが命を落としているの
です。
　その意味で、安全な水の確保は貧

ひんこん

困や格
かく

差
さ

の問題
にとどまるものではない。健康上の不安や水運びの負

ふ

担
たん

を日々感じることなく、尊
そんげん

厳をもって生きるという「基
本的な人権」に深く関わる問題に他なりません。
　生活用水の不足に悩

なや

むことなく、安全な水を飲むこ
とのできるありがたさは、突

とつぜん

然の災害に見
み ま

舞われた時
に、先進国の人々の間でも強く実感されてきたことで
はないでしょうか。
　水に関する権利は、女子差別撤

てっぱい

廃条約や子どもの
権利条約などで明記されたほか、２０１０年の国連総
会決議で「生命及

およ

びすべての人権の完全な享
きょうじゅ

受のた
めに不可欠な人権」と位置付けられ、国連人権理事
会の決議でも重要性が確認されてきたものです。
　そこで私は、ＳＤＧｓの主要な目標であり、人間の
生命と生活と尊厳を守る基盤となる安全な水の確保
をグローバルな規模で図るために、国連に「水資源
担当の特別代表」のポストを設

もう

けることを提案したい。
　国連には現在、水問題に特

とっ

化
か

した専門機関はあり
ませんが、ＵＮウオーターという、水問題に関連する
３０以上の国際機関から構

こうせい

成されるグループがありま
す。
　私は、国連事務総長によって新

あら

たに任
にんめい

命された水
資源担当の特別代表が、ＵＮウオーターに属

ぞく

する諸
機関と力

ちから

を合わせながら、成功事
じ

例
れい

の共有をはじめ、
技術移転に関するパートナーシップの構築を各国に
働きかけていってはどうかと考えるのです。
　その具体策の一つとして、水資源担当の特別代表
を中心に、「水の国際行動の１０年に関する国連会合」
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なくありません。安全な水を確保する環境が整
ととの

えば、
そうした問題が改善されるだけでなく、女性が他の仕
事に就

つ

くことができたり、多くの少女が学校に通
かよ

える
ようになり、女性のエンパワーメント（内発的な力

ちから

の
開花）につながる道が開けてくるのです。
　展示では、こうした女性を取

と

り巻
ま

く状況とともに、
水問題の解決のために行動する女性たちの姿

すがた

も取り
上げていきたいと思います。
　国連でジェンダー平等と女性のエンパワーメントに
取り組むＵＮウィメンは、その一つの事例として、タジ
キスタンのある女性の行動を紹介しています。
　彼女は夫

おっと

を亡
な
くし、５人の子どもを育てながら、川

から水を汲むために何時間も歩かねばならない生活
を送っていました。
　水の問題で悩む村人の多くが“状況は変わらない”
と絶
ぜつぼう

望する中、彼女は友人とグループを結成して行動
を開始しました。複数のＮＧＯからの支援を受け、村
人も総動員して１４キロに及ぶ水道管を引いた結果、
３０００人以上の村人たちが安全な水を飲むことがで
きるようになったのです。
　彼女は語っています。
　「これは私たちの小さな勝利です。自分たちの生活
をさらに向上したいと思っています。小規模な農園や
温室を作る計画もあります。成功する自信があります」
（ＵＮ　Ｗｏｍｅｎ日本事務所のウェブサイト）

　こうした女性たちの笑顔の広がりこそが、ＳＤＧｓ
の前進を何よりも物

ものがた

語るものになると、私は考えるの
です。
　国連本部で行われた「水の国際行動の１０年」の
開幕式で、市民社会の代表として発言したのも１３歳
の少女でした。
　カナダに住む先

せんじゅうみん

住民で、水と環境を保護する活動
をしてきたオータム・ペルティエさんは、「私たちは、
必要な時に水を飲む権利があります。それは、豊か
な人だけでなく、すべての人々の権利です」と訴えま
した。

注6　第７回アフリカ開発会議
　日本が主導する形で１９９３年から継続的に行われてきた国際
会議で、今年８月の横浜での開催で第７回となる。前回の会議は
２０１６年にケニアのナイロビで行われ、アフリカ諸国の「オーナー
シップ」と国際社会による「パートナーシップ」の重要性が提唱さ
れた。アフリカの国々だけでなく、国連や世界銀行などの国際機関
や、アジア諸国、民間企業、市民社会なども議論に参加する枠組み
となっている。

の両面から包
ほうかつ

括的な支援を行い、近年は、水と衛
えいせい

生
の分野での世界トップの援助国となってきました。
　また日本には、水資源の分野における技術交流を、
韓国や中国との間

あいだ

で長年にわたって続けてきた実
じっせき

績
があります。韓国とは１９７８年から協力会議を開催
し、中国とも８５年から交流会議を重ねてきました。
　昨年には、日

にっちゅうかん

中韓水担当大臣会合も行われ、
３カ国が経験の共有などを図り、水問題に関する
Ｓ
エスディージーズ

ＤＧｓの目標の達成に向けて協力することを約し合
いました。
　私は、日本がこうした実績を基

き

盤
ばん

に、北東アジアに
おける水問題の改

かいぜん

善と地域の信頼醸
じょうせい

成に努
つと

めるととも
に、韓国や中国とも連

れんけい

携する形で、「水の再利用」や
「海水の淡水化」のニーズが高い中東諸国やアフリ
カ諸国への支援を進めることを提案したいのです。
　今年の８月には、第７回アフリカ開発会議＝注６＝
が横浜で開催されます。
　６年前に行われた第５回会議では、アフリカの約
１０００万人が安全な水を飲むことができるようにする
ための支援の継

けいぞく

続や、１７５０人の水道技術者の人
材育成を支援することなどが打ち出されました。
　今回の会議で、日本がその取り組みの強化と併せて、
「水の再利用」や「海水の淡水化」をアフリカ諸国
で推進するための基本計画をまとめることを、私は呼
び掛けたい。
　日本は安全な水に恵

めぐ

まれた国である一方、昨年の
世界リスク報告書によると、災害へのさらされやすさ
が世界で５番目に高いと指摘されています。
　災害時に切

せつじつ

実に必要とされるのが安全な水であり、
日本はそうした面からも、安全な水の確

かく

保
ほ

に苦しんで
いる世界の人 を々救

すく

うために、「人間中心の多国間主
義」のリーダーシップを発

はっ

揮
き

できることがあるのでは
ないでしょうか。

■  ■　女性の笑顔広げるエンパワーメント
　ＳＧＩとしても、市民社会の側から「水の国際行動
の１０年」を支援する一

いっかん

環として、水問題の影響を日
常的に強く受けている女性に焦点を当てた、「命を守
る水と女性」展（仮

かしょう

称）を、今
こん

後
ご

開催していきたい。
　水道設備が身

み

近
ぢか

にないために、低所得国の女性や
少女が１年間に水

みず

汲
く

みの作業に費
つい

やす時間の合計は
約４００億時間にも及

およ

ぶといわれ、その負
ふ

担
たん

は非常に
大きなものになっています。
　水汲みのために歩く道には危険な場所も多く、また
重い水を毎日運ぶために、体

からだ

を痛
いた

めてしまう女性も少
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　その上で彼女は、「子どもたちが誰
だれ

一
ひと

人
り

として、き
れいな水とは何か、水道から流れる水がどんなものか
を知らないまま、育つようなことがあってはなりません」
と強調し、「今こそ勇気を奮

ふる

い起
お

こし、地球を守るた
めに、お互いをエンパワーする時です」と呼び掛けま
した。
　ＳＧＩとしても、水資源の保護を通じて人間と地球
を守る行動の輪を市民社会で広げるために、「命を守
る水と女性」をテーマにした展示を行い、水問題の
解決を後

あと

押
お

ししていきたいと決意するものです。

S
エスディージーズ
DGs の達成を目指し
世界の大学が協力を促進
■  ■　１７の目標を担う中心拠点を発表
　最後に第五の提案として述べたいのは、世界の大
学をＳＤＧｓの推進拠

きょてん

点にする流れを強めることです。
　国連と世界の大学を結ぶ「国連アカデミック・イン
パクト」が２０１０年に発

ほっそく

足してから、加盟大学は約
１４０カ国、１３００校以上に広がっています。
　このアカデミック・インパクトが昨年１０月、注目す
べき発表を行いました。
　国連のＳＤＧｓの１７の目標について、各分野で模

も

範
はん

となる活動をしている世界の１７大学を選び、ハブ
（中心拠点）の役割を担う大学として任命したのです。
　例えば、目標２の「飢

き

餓
が

をゼロに」では、南アフリ
カのプレトリア大学が選ばれました。
　プレトリア大学は、食

しょくりょう

糧問題や栄
えいよう

養に関する研究
所を擁

よう

し、アフリカ諸国や国際機関と協力して研究を
進めてきたほか、食糧安全保障をテーマにした国際
会議を数年にわたって共同開催してきました。授業で
も、ＳＤＧｓのさまざまな指標に沿

そ

う形で、全学部の
カリキュラムを考

こうりょ

慮することが優
ゆうせん

先されています。
　目標５の「ジェンダー平等」では、スーダンのアッ
ファード女子大学が任命されました。女性が地域や
国で活

かつやく

躍することを目指す教育が進められ、「ジェン
ダーと開発」「ジェンダーと平和研究」など、ジェンダー
を専門とする四つの修士課程が開設されています。
　目標１６の「平和と公正」では、イギリスのデ・モ
ントフォート大学が選ばれました。難民や移民との共
生を目指す国連のキャンペーンで主導的な役割を担う
大学として、難民の若者たちに教育の機会を提供する
とともに、難民と移民の尊

そんげん

厳を守る重要性を訴え、難

民の人たちの体験を記録し、共有するプロジェクトを
推進しています。
　日本の大学では、目標９の「産業と技術革

かくしん

新」の
分野で、長岡技術科学大学が任命されました。
　これらの１７大学が３年間の任期を通し、ＳＤＧｓ
のそれぞれの目標の取り組みを牽

けんいん

引していくことが期
待されているのです。
　国連広報局でアカデミック・インパクトの責任者を
務めるラム・ダモダラン氏は、「学問は他者を利

り

し、
学生は何かを生み出す。ＳＤＧｓに取り組んでいる大
学ほど、この組み合わせが効果的で劇

げきてき

的に作用してい
る場所はない」と強調していますが、私もまた、大学
が持つ限りない可能性を強く感じてなりません。
　大学には社会の“希望と安心の港 ”としての力

ちから

が
宿
やど

っており、その力を人類益
えき

のために発揮する意義は、
極
きわ

めて大きいのです。
　そこで私が呼び掛けたいのは、この１７大学を中心
に“ＳＤＧｓ支援の旗

はた

”を力強く掲
かか

げる大学の輪をさら
に広げることです。
　アカデミック・インパクトの加盟大学をはじめ、多く
の大学が、力

りきてん

点を置くＳＤＧｓの目標を表明して、意
欲的な挑戦を行うキャンペーンを進めていってはどうで
しょうか。
　また、同じ分野に取り組む大学間の協力を推進し、
学生のグローバルな連帯を広げる意義を込

こ

めて、国
連創

そうせつ

設７５周年を迎える来年に「ＳＤＧｓのための世
界大学会議」を開催することを提案したい。
　青年の役割を重視する国連の「ユース２０３０」の
戦
せんりゃく

略では、創設７５周年などで国連のサミットが行わ
れる際に青年の声を強めることや、国連事務総長と青
年との定期的な対話の場を設

もう

けることを促
うなが

しています。
　その一環として、各国の教育者と学生の代表が参
加する世界大学会議を開催し、ＳＤＧｓ推進の機

き

運
うん

を
高めるとともに、「国連事務総長と学生との対話フォー
ラム」を実現してはどうかと思うのです。

■  ■　創価大学とＳＵＡの意欲的な活動
　これまで私は、創価大学の創立者として「大学交
流の推進」に力を入れるとともに、世界の諸大学の
総長や学長と「大学の社会的使命」を巡

めぐ

る対話を重
ねてきました。
　１７大学の一つに選ばれたアルゼンチンのブエノス
アイレス大学とも交流があり、長年にわたり総長を務
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めたオスカル・シュベロフ氏とお会いした時には、積
せき

年
ねん

の思いを次のように述べたことがあります。
　「私は『大学間の交流』によって、世界のよりよき
将来のために『新しい知

ち

恵
え

』と『新しい価値』が生
まれてくると期待しています。対話と相

そう

互
ご

理解のなか
からこそ、何らかの『新しい力』と『新しい理想の方
向性』が創

そうぞう

造されると信ずるからです」

2018 年 3月、創価大学で行われた「東南アジア高等教育協会」の年
次総会。日本での初開催となった総会には、19カ国・地域の研究者ら
が参加。「多様性と世界市民のための高等教育」をテーマに討議が進め
られた　

　その際、シュベロフ氏が「世界の大学は共通の課
題をかかえています。その解決のために、各大学は
力を合わすべきです」と共感を寄せてくださり、「教
育者は、一番困

こま

っている人に手を差
さ

し伸
の
べるべきだ」

との信念を語っておられたことが深く胸に残っていま
す。
　創価大学はアカデミック・インパクトの一員として、
活動の柱

はしら

となる１０原則のうち、「人々の国際市民と
しての意識を高める」「平和、紛争解決を促す」「貧
困問題に取り組む」「持続可能性を推進する」「異

い

文
ぶん

化
か

間の対話や相互理解を促
そくしん

進し、不
ふ

寛
かんよう

容を取
と

り
除
のぞ

く」の五つの原則を中心に取り組んできました。
　その上で、ＳＤＧｓがスタートした１６年以

い

降
こう

は、
国連難民高等弁務官事務所と「難民高等教育プロ
グラム」の協定を結び、難民の学生を受け入れてき
たほか、国連開発計画や国連食糧農業機関との協
定に調印し、交流を進めています。
　授業の面では、ＳＤＧｓとつながりの深い平和・
環境・開発・人権の分野からなる「世界市民教育
科目群」を昨年設置しました。
　このほか、持続可能な循

じゅんかんがた

環型社会の構築をはじめ、

ＳＤＧｓに関連するさまざまな研究に積極的に取り組
んでいます。
　アメリカ創価大学（ＳＵＡ）でも、地球的な課題
に関する教育に力を入れてきました。
　学生が主体となって探

たんきゅう

究したいテーマを決めてクラ
スごとに共同研究や実

じっ

地
ち

調査を行う、「ラーニング・
クラスター」という伝統の教育プログラムがあるほか、
ニューヨークの国連本部などで実

じっ

施
し

する研修の機会
が設けられています。
　また、国連の「国際非

ひぼうりょく

暴力デー」にあわせる形で、
１４年から毎年、「平和の文化と非暴力」会議を開
催してきました。
　私は２００６年に発表した国連提言で、世界の大
学が社会的使命の一つとして「国連支援の拠点」
の機能を担うことを呼び掛けながら、国連の未来図
を次のように提起したことがあります。学生や大学が
「点」となり、それをつなぐネットワークが「線」となっ
て、やがては国連支援の輪という「面」が地球全体
に広がっていく――と。
　その大学の輪は、アカデミック・インパクトの枠組
みを通じて、世界１３００以上の大学にまで広がりを
みせています。
　今回の拠点大学の発表を新たな契

けい

機
き

として、世界
のより多くの大学がＳＤＧｓの推進のためにさらに力
を注
そそ

ぎ、それぞれが積み上げてきた経験を共有しな
がら、誰も置

お

き去
ざ

りにしない地球社会を築くための行
動の連帯を強めていくべきではないでしょうか。

「リベラルアーツ教育の国際化」を巡って、アメリカ創価大学が主催した
学術会議。コロンビア大学やナイロビ大学をはじめ、各国の大学と教育
機関から学長や教職員が出席した（2018年 6月、カリフォルニア州オレ
ンジ郡のアメリカ創価大学で）
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■  ■　三つの柱を軸に世界市民教育を
　ＳＧＩでも、国連支援の活動の柱としてきた「世界
市民教育」を通して、ＳＤＧｓの推進のために積極的
な役割を果たしていきたいと考えています。
　これまでＳＧＩが地球的な課題に関する展示を行

おこな

っ
てきた会場の多くは、世界各地の大学であり、その
中には、拠点大学に選ばれたノルウェーのベルゲン
大学も含

ふく

まれています。
　大学こそ問題解決のための英知を結集し、新しい
アプローチを育

はぐく

む揺
ようらん

籃であり、時代変
へんかく

革への力強い
エネルギーは青年、なかんずく学生たちから生まれる
と確信するからです。
　昨年６月、人権活動家のエスキベル博士との共同
声明の発表が行われた場で、その共同声明を壇

だんじょう

上で
受け取ったのは二人の学生であり、その翌日に共同
声明を巡る「青年の集い」を開催した場所も、ロー
マの学生街にある会場でした。
　共同声明で私と博士は、「世界市民教育を通じた
青年のエンパワーメント」の推進を提唱し、その柱と
して次の３点を挙げました。
　①悲

ひ

惨
さん

な出来事を繰り返さないため、「歴史の記
き

憶
おく

」を胸に共通の意識を養
やしな

う。
　②地球は本来、人間が「共に暮

く

らす家」であり、
差
さ

異
い

による排
はいじょ

除を許してはならないことを学ぶ。
　③政治や経済を“人道的な方向 ”へと向け、持続
可能な未来を切り開くための英知を磨

みが

く。
　今後も世界の大学との連携を深めながら、ＳＤＧｓ
に関する意識啓

けいはつ

発の展示などを行い、この３点に基
づいた「世界市民教育」の裾

すそ

野
の

を着実に広げていき
たいと思います。
　ローマの学生街で「青年の集い」が開催された日（６
月６日）は、くしくも創価学会の牧口初代会長の誕生
日でありました。
　創価学会とＳＧＩの源

げんりゅう

流には牧口会長の教育思想
がありますが、その要

ようてい

諦をなすメッセージは次のよう
に綴
つづ

られています。
　「目的観の明確なる理解の上に築かれる教育こそ、
やがては全人類がもつ矛

むじゅん

盾と懐
かい

疑
ぎ

を克
こくふく

服するものであ
り、人類の永遠の勝利を意味するものである」（『牧口
常三郎全集』第８巻、第三文明社。現代表記に改めた）

　ＳＧＩは、この教育が持つ限りない可能性をどこ
までも信じ、青年のエンパワーメントを通して、すべ
ての人々が尊厳を輝

かがや

かせて生きられる「持続可能で
平和な地球社会」の建設に邁

まいしん

進していく決意です。

ノルウェーのベルゲン大学で行われた「核兵器なき世界への連帯」展
（2016 年 8月）。多くの学生が展示会場を訪れ、「平和な社会を築くた
めに尽力したい」などの声が寄せられた


